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 第４回基準等検討ワーキンググループ資料集 再掲 

                              （※第４回基準等検討ＷＧ資料集を一部修正） 

 

議事（１）幼保連携型認定こども園の認可基準 

 

１ 認定こども園の内容 

 

幼稚園、保育所等のうち、次の機能を備え、認定基準を満たす施設で、「認定こども園」の認定を受けた

施設をいい、幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型の４種類が存在する。 

 

 ○就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能（保護者が働いている、いないにかかわらず受け入

れて、教育・保育を一体的に行う機能） 

○地域における子育て支援を行う機能（すべての子育て家庭を対象に、子育て不安に対応した相談活動

や、親子の集いの場の提供などを行う機能） 

 

 

２ 国の基本的な考え方 

 

（１）従うべき基準 

・学級編制及び配置する職員及び員数 

・主要な設備に関する事項（保育室の床面積等） 

・重大な運営に関する事項 

 

（２）具体的な方針 

・幼稚園と保育所の基準の内容が異なる事項は、高い基準を引き継ぐ。 

 ・幼稚園と保育所のいずれかのみに適用がある事項は、両者の実務に支障のない形で引き継ぐ。 

 ・幼稚園と保育所の基準に定めがない事項は、現行の認定こども園の基準を参考とする。 

 

 

３ 各基準について 

（１）職員の資格、員数 従うべき基準 

国が示している対応案 

○保育認定の有無にかかわらず、満３歳以上のこどもの教育課程に係る教育時間は、学級を編制する（年

度の初日前日に同年齢の子どもで編制する。）。 

○１号認定子どもと２号認定子どもを一体的に学級編制することを基本とし、弾力的取扱いを認める。 

○満３歳以上の子どもの教育課程に係る教育時間を含め、保育所と同様の職員配置基準を設定する。 

ア ０歳児          3：1 

１・２歳児      6：1 

３歳児       20：1 

４・５歳児    30：1 

イ ３歳以上の子どもの学級編制について、１学級の園児数は、35人以下を原則とする。 

 

  ⇒西宮市の基準として、国が示す基準に準拠する。 
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（２）園舎・保育室などの面積 従うべき基準 

国が示している対応案 

○園舎の面積（満３歳未満の子どもに係る保育の用に供する部分を除く。）は幼稚園基準を満たし、かつ、

乳児室・ほふく室・保育室・遊戯室の面積は保育所基準を満たすこと。 

    ・幼稚園基準 

      １学級：180㎡、 ２学級以上：320+100×(学級数-2)㎡  

    ・乳児室：1人につき1.65㎡、ほふく室：1人につき3.3㎡ 

    ・保育室または遊戯室：1人につき1.98㎡ 

 

   ⇒西宮市の基準として、乳児室については西宮市における保育所の認可基準に準じて子ども１人につき

3.3㎡を確保し、その他は国が示す基準に準拠する。 

 

 

（３）給食（自園調理） 従うべき基準 

国が示している対応案 

○原則として自園調理とする。 

○満3歳以上の子どもについて、一定の要件の下、外部搬入可能とする。 

○満3歳未満の子どもについて、外部搬入を認めない。 

○食事提供を求める 2号認定・3号認定子どもに対して、園の行事などの際の弁当持参を認める弾力取

扱いを可能とする。 

○外部搬入をする場合、施設内で行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を

必要とする。 

○食事提供の範囲は、2号認定・3号認定子どもとし、1号認定子どもへの食事提供は園の判断とする。 

○自園調理の場合、原則として調理室を設置する。 

○ただし、食事提供をする子どもが20人未満である場合、調理室ではなく提供する人数に応じた調理設

備で可能とする。 

 

  ⇒西宮市の基準として、国が示す基準に準拠する。 

 

 

（４）園庭の設置・面積 従うべき基準 

国が示している対応案 

○園庭は必置とする。 

○園舎と同一の敷地内又は隣接することを原則とする。 

○以下のア、イを合計した面積以上とする。 

   ア(満３歳以上の園児)：幼稚園基準による面積と保育所基準による面積のいずれか大きい方の面積。 

 ・保育所基準：１人につき3.3㎡ 

・幼稚園基準(※) 

※２学級以下：330+30×(学級数-1)㎡ 、３学級以上：400+80×(学級数-3)㎡ 

イ(満２歳の園児)：保育所基準による面積 １人につき3.3㎡ 

 

○子どもが主体的に自らの意志で自由に利用できる身近な環境の実現を重視し、原則として屋上・代替

地の面積参入は認めない。（※実際の屋上・公園等の利用を妨げるものではない。） 

  ○ただし、一定の要件を満たす場合、屋上の面積算入を可能とする。 

   

⇒西宮市の基準として、国が示す基準に準拠する。 
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＜参考＞保育所・幼稚園からの移行のイメージ 

 

○保育所（西宮市の認可基準） 

年齢 
定員 

(100人定員) 

職 員 数 

 資格 

５歳 
41人 20：1 2人 

 

保育士資格 

４歳 

３歳 20人 20：1 1人 保育士資格 

2歳 15人 

6：1 5人 

 

保育士資格 

1歳 15人 

0歳 ９人 3：1 3人 保育士資格 

合 計 11人 
保育士資格 

 

 

○幼稚園（兵庫県の認可基準） 

年齢 
定員 

(180人定員) 

学 級 編 制 

 
資格 

５歳 60人 (35人学級) 2学級 2人(教員免許) 

４歳 60人 (35人学級) 2学級 2人(教員免許) 

３歳 60人 (25人学級) 3学級 3人(教員免許) 

合 計 7学級 7人(教員免許) 

 

 

 

 ※「保育教諭」：幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、保育士登録を受けたもの 
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○幼保連携型認定こども園 

年齢 

 定員(人) 

職員数 

学級編制(学級) 

国基準 １号 ２号 合計 
(国基準) 

3～5歳児:35人 

(県基準) 

4～5歳児:35人 

  3歳児 :25人 

5歳 30：1 45人 15人 60人 
4人 (保育教諭) 

2学級 (35人学級) 

4歳 30：1 45人 15人 60人 2学級 (35人学級) 

3歳 20：1 45人 15人 60人 3人 (保育教諭) 2学級 3学級 

３ 

号 

2歳 

6：1 

15人 

5人 (保育教諭) 

(担任) 6人 (担任) 7人 

1歳 15人 
 

 

0歳 3：1 ９人 ３人 (保育教諭) 

職員配置(園長が専任でない場合、1人増加) 16人(保育教諭) 

 

○幼稚園型認定こども園 

年齢 

 定員 職員数 学級編制 

県基準 
短時間 

(1号) 

長時間 

(2号) 
合計 

短時間 

(1号) 

長時間 

(2号) 

(県基準) 

4～5歳児:35人 

  3歳児 :25人 
短時間 長時間 

5歳 35：1 30：1 45人 15人 60人 2.5人 
(教員免許または 

保育士資格) 

1人 
(保育士資格) 

2学級 

4歳 35：1 30：1 45人 15人 60人 2学級 

3歳 25：1 20：1 45人 15人 60人 

1.8人 
(教員免許または 

保育士資格) 

0.7人 
(保育士資格) 

3学級 

2歳 

6：1 

15人 
5人 

(保育士資格) 

担任：7人(教員免許) 

1歳 15人 
＜必要な職員数＞ 
○保育教諭のみでの構成 

保育教諭 15人 

 
○保育士資格のみと教員免許のみでの構成 

保育士  10人 

教員    7人 

0歳 3：1 ９人 
3人 

(保育士資格) 

職員配置 14人 

職員配置数 

＝ (0歳児×1/3)＋{(1歳児＋2歳児)×1/6}＋(3歳児の短時間利用児×1/25)＋ 

(4～5歳の短時間利用児×1/35)＋(3歳児の長時間利用児×1/20)＋(4～5歳の長時間利用児×1/30) 
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議事（２）確認に関する運営基準 

（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準） 

 

１ 「確認」について 

 

（１）確認とは 

 

子ども・子育て支援新制度において、認可を受けた施設・事業者が給付等の支援対象となるために市町村か

ら確認を受ける必要がある。 

その上で、支給認定を受けた子どもが確認を受けた施設・事業者を利用することで、施設型給付・地域型保

育給付を受けることができる。 

 

（２）認可と確認の違い 

 

認可・・・施設が目的にあった基準を満たしていること 

確認・・・施設が公費の支給対象施設・事業であること 

 

施設・事業 
認可(認定) 確認 

根拠法 認可(認定)主体 根拠法 確認主体 

教
育
・
保
育
施
設 

認定こども園 

幼保連携型 認定こども園法 西宮市 

子ども・子育て 

支援法 
西宮市 

幼稚園型 

保育所型 

地方裁量型 

認定こども園法 

学校教育法 

児童福祉法 

兵庫県 

幼稚園 学校教育法 兵庫県 

保育所 児童福祉法 西宮市 

地
域
型
保
育
事
業 

小規模保育事業 児童福祉法 

西宮市 
家庭的保育事業 児童福祉法 

居宅訪問型保育事業 児童福祉法 

事業所内保育事業 児童福祉法 

 

 

２ 従うべき基準 

 

○利用定員 

○施設・事業の運営に関する事項であって、小学校就学前子どもの適切な処遇の確保及び秘密の保持並びに

小学校就学前子どもの健全な発達に密接に関連するもの 
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３ 国が示す基準（内閣府令 平成26年4月30日公布） 

 利用定員に関する基準 

利用定員 

従うべき基準 

○確認を受ける保育所、認定こども園については、利用定員20名以上とする。 

○１号：３～５歳 

２号：３～５歳 

３号：１・２歳 

３号：０歳   で定員を設定する。 

○地域型保育事業の利用定員については以下のとおりとする。 

・家庭的保育事業        １人以上 ５人以下 

・小規模保育事業Ａ型及びＢ型  ６人以上１９人以下 

・小規模保育事業Ｃ型      ６人以上１０人以下  

・居宅訪問型保育事業      １人  

○０歳 

 １・２歳 で定員を設定する。 

 運営に関する基準 

内容および手続の説

明・同意 

従うべき基準 

○施設・事業者は、利用申込者に対し、運営規程の概要、職員の勤務体制等の重

要事項を記した文書を交付して説明を行い、特定教育・保育の提供の開始につ

いて利用者の同意を得なければならない。 

正当な理由のない提供

拒否の禁止 

従うべき基準 

○施設・事業者は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理

由がなければ、これを拒んではならない。 

あっせん、調整および

養成に対する協力 

従うべき基準 

○施設・事業者は、当該施設・事業の利用について市町村が行うあっせん及び要

請又は市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

受給資格等の確認 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、支給認定証により支給認定の有無、有効期間等を確かめるも

のとする。 

支給認定の申請に係る

援助 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、支給認定を受けていない保護者から利用の申し込みがあった

場合は、当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

心身の状況等の把握 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、子どもの心身の状況、置かれている環境等の把握に努めるこ

ととする。 

小学校との連携 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、小学校における教育等との円滑な接続に資するよう、密接な

連携に努めなければならない。 

教育・保育の提供の記

録 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、教育・保育の提供した際は、提供日及び内容その他必要な事

項を記録しなければならない。 

利用者負担額等の受領 

従うべき基準 

○施設・事業者は、教育・保育を提供した際は、支給認定保護者から当該教育・

保育に係る利用者負担額の支払いを受けるものとする。 
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給付費等の額に係る通

知等 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、法定代理受領により給付費の支給を受けた場合は、支給認定

保護者に対し、当該支給認定保護者に係る給付費の額を通知しなければならな

い。 

教育・保育の取扱方針 

従うべき基準 

○施設・事業者は、次に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ定めるものに基づ

き、子どもの心身の状況等に応じて、教育・保育の提供を適切に行わなければ

ならない。 

①幼保連携型認定こども園  幼保連携型認定こども園教育・保育要領 

②認定こども園（①を除く） 幼稚園教育要領及び保育所保育指針 

③幼稚園 幼稚園教育要領  

④保育所 保育所保育指針 

○地域型保育事業は、保育所保育指針に準じて保育の提供を適切に行わなければ

ならない。 

特定教育・保育に関す

る評価 

参酌すべき基準 

○特定教育・保育施設は、自ら提供する特定教育・保育の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない 

○特定教育・保育施設は、定期的に保護者その他の関係者による評価又は外部の

者による評価を受けて、結果を公表し、改善を図るよう努めなければならない。 

相談及び援助 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、常に支給認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等

の的格な把握に努め、子ども又は保護者に対し、その相談に適切に応じるとと

もに、必要な助言等を行わなければならない。 

緊急時等の対応 

参酌すべき基準 

○施設・事業の職員は、現に教育・保育の提供を行っているときに子どもの体調

の急変が生じた場合等には、速やかに当該子どもの保護者又は医療機関への連

絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

支給認定保護者に関す

る市町村への通知 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、支給認定子どもの保護者が偽りその他不正な行為によって給

付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその

旨を市町村に通知しなければならない。 

運営規程 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定

めておかなければならない。 

①施設・事業の目的及び運営の方針 

②提供する教育・保育の内容 

③職員の職種、員数及び職務の内容 

④教育・保育の提供を行う日及び時間、提供を行わない日 

⑤支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払いを求め

る理由及びその額 

⑥利用定員 

⑦施設・事業の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項 

⑧緊急時等における対応方法 

⑨非常災害対策 

⑩虐待の防止のための措置に関する事項 

⑪その他重要事項 

勤務体制の確保等 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

○施設・事業者は、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

定員の遵守 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、利用定員を超えて教育・保育の提供を行ってはならない。た

だし、所定のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 
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掲示 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、当該特定・教育保育施設の見やすい場所に運営規定の概要、

職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込の教育・保育施設の選択に資

すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

支給認定子どもを平等

に取り扱う原則 

従うべき基準 

○施設・事業者は、子どもの国籍、心情、社会的身分又は特定教育・保育の提供

に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

虐待等の禁止 

従うべき基準 

○施設・事業の職員は、子どもに対し、子どもの心身に有害な影響を与える行為

をしてはならない。 

懲戒に係る権限の濫用

禁止 

従うべき基準 

○施設・事業の長たる管理者は、児童福祉法第47条第3項の規定により懲戒に

関しその子どもの福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、

人格を辱める等権限を濫用してはならない。 

秘密保持等 

従うべき基準 

○施設・事業の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た子ど

も又はその家族の秘密を漏らしてはならない。また、職員であった者が、正当

な理由なく、業務上知り得た子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う必要な措置を講じなければならない。 

情報の提供等 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、支給認定保護者が、その希望を踏まえて適切に施設を選択す

ることができるように、提供する教育・保育の内容に関する情報の提供を行う

よう努めなければならない。 

利益供与の禁止 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、当該施設・事業者を紹介することの対償として、金品その他

の財産上の利益を供与してはならない。 

苦情解決 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、提供した教育・保育に関する支給認定子どもの家族からの苦

情に迅速且つ適切に対応するために必要な措置を講じなければならない。また、

苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

○施設・事業者は、提供した教育・保育に関し、市町村が行う報告又は当該市町

村の職員からの質問等に応じ、又は苦情に関して市町村が行う調査に協力する

とともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、必要な改善を行なわなけ

ればならない。 

地域との連携 

参酌すべき基準 

○施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

事故発生の防止及び発

生時の対応 

従うべき基準 

○施設・事業者は、事故の発生又はその再発を防止するため、以下のような措置

を講じなければならない。 

①事故が発生した場合の対応、報告の方法等が記載された事故発生の防止のた

めの指針を整備すること 

②事故が発生した場合、それに至る危険性がある事態が生じた場合に、報告、

分析を通じた改善策を従業員に周知徹底する体制を整備すること 

③事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと 

○施設・事業者は、子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生した

場合は、速やかに市町村、子どもの家族に連絡を行うとともに、必要な措置を

講じなければならない。 

○施設・事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなけ

ればならない。 

○施設・事業者は、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わ

なければならない。 
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会計の区分 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、特定教育・保育の事業の会計をその他の事業の会計と区分し

なければならない。 

記録の整備 

参酌すべき基準 

○施設・事業者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければ

ならない。 

 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

特定教育・保育施設等と

の連携 

従うべき基準 

○特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。）は、連携協力を

行う特定教育・保育施設を適切に確保しなければならない。（利用定員が20人

以上の事業所内保育事業を行う者を除く。） 

○居宅訪問型事業を行う者は、乳幼児に対する保育を行う場合にあっては、あら

かじめ連携する障害児入所支援施設その他の市町村の指定する施設を適切に確

保しなければならない。 

○特定保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、支給認定子ども

に係る情報の提供その他連携施設等との密接な連携に努めるものとする。 

 

 

４ 西宮市の方針 

 

国が示す基準に準拠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



10 

 （仮称）西宮市子ども・子育て支援事業計画の基本理念 

（※第３回西宮市子ども・子育て会議資料集を再掲） 

 

西宮市次世代育成支援行動計画（後期計画）との対比 

後期行動計画 事業計画案 備考 

【基本的な視点】 

＜追加＞ 

【基本的な視点】 

[１] 子どもが健やかに成長する社会

をめざします 

しっかりとした愛着形成を支えられ

るように、豊かな自然環境・文化的環境

など周囲の環境と関わり合う中で、協調

性・夢・希望をはぐくみ、出会いを喜び、

感謝の気持ちを持って、主体的に生きて

いく力を培います。 

 

・幼保審答申、第２回西宮市子ども・子

育て会議における委員の意見を整理し

たものを追加 

[１] 子どもの幸せを第一に考えます 

次代を担うべき子どもが自身の幸せ

を実感できるよう、子どもの幸せを第一

に考えたまちづくりを進めます。 

また、子どもが健やかに成長できるよ

う、子どもの権利や利益を尊重し、子ど

もの視点に立った取り組みを進めてい

きます。 

 

[２] 子どもの幸せを第一に考えます 

社会の希望であり、未来をつくる存在

である子どもが自身の幸せを実感でき

るよう、子どもの幸せを第一に考えたま

ちづくりを進めます。 

また、子どもが健やかに成長できるよ

う、子どもの権利や利益を尊重し、子ど

もの視点に立った取り組みを進めてい

きます。 

 

・「次代を担うべき」→「社会の希望で

あり、未来を作る存在である」 

国の基本指針では、「子どもは、社会

の希望であり、未来をつくる存在」とさ

れている。 

[２] 子育てが楽しく思えるまちをめ

ざします 

子育て世代が感じる精神的な不安、肉

体的・経済的な負担、子育てと仕事の両

立の大変さなど、結婚や子育てを取り巻

く不安や負担を理解した上で、それらの

要因を取り除き、家庭を持つこと、子育

てをすることが楽しく思えるまちをめ

ざします。 

また、子どもの成長にふれる喜びを伝

え、子育ての楽しさを実感できるまちづ

くりを福祉、教育、保健、医療など幅広

い分野で進めていきます。 

 

[３] 子育てが楽しく思えるまちをめ

ざします 

子育て家庭の精神的な不安、肉体的・

経済的な負担、子育てと仕事の両立の大

変さ、孤立感など、子育てを取り巻く不

安や負担を理解した上で、子育て家庭を

支え、子育てをすることが楽しく思える

まちをめざします。 

 

 

 

 

・「子育て世代が感じる」→「子育て家

庭の」 

次世代育成支援行動計画では、これか

ら結婚しようとする人も含む「世代」も

支援対象としていたが、事業計画は行動

計画よりも対象の範囲が狭いため、「子

育て家庭」とした。 

・「孤立感」の追加等 

国の指針では、「子育ての負担や不安、

孤立感を和らげ」という記載があるた

め、「孤立感」を追加する等した。 

・「支え」 

積極的な言葉で表現した。 

・下段の削除 

事業計画は、行動計画よりも範囲が狭

いため削除した。 

[３] まち全体で子どもを育みます 

子育てについての第一義的な責任は

その保護者にあることを踏まえ、多様な

家庭形態に配慮しつつ、子どもの成長を

ともに喜び、安心して子育てができる環

境づくりをまち全体で協力しながら進

めていきます。 

また、まちを構成している家庭、地域、

学校、企業、行政などがそれぞれの役割

をしっかりと果たし、相互に補完するこ

とにより、まち全体で子どもを育みま

す。 

 

[４] まち全体で子どもを育みます 

保護者が子育てを第一義的に担うこ

とを踏まえ、多様な家庭形態に配慮しつ

つ、子どもの成長をともに喜び、安心し

て子育てができる環境づくりをまち全

体で協力しながら進めていきます。 

また、まちを構成している家庭、地域、

学校、企業、行政などがそれぞれの役割

をしっかりと果たし、連携することによ

り、まち全体で子どもを育みます。 

 

 

・「保護者が子育てを第一義的に担う」 

 「第一義的な責任」は親に負担を感じ

させるため「担う」という言葉で表現し

た。 

 

・「相互に補完」→「連携」 

国の指針において、「連携」が随所に

あるため、置き換え 

【基本理念】 

子どもが輝くまち・人にやさしいまち 

にしのみやへ 

～ 子育てするなら 西宮 ～ 

【基本理念】 

子どもが輝くまち・人にやさしいまち 

にしのみやへ 

～ 子育てするなら 西宮 ～ 

 

・変更箇所なし 

参考資料２ 
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後期行動計画 事業計画案 備考 

 

子どもや子育て世代の思いや意見を

尊重するまち、子育て家庭を支えるまち

は、子どもの輝く笑顔につながります。

わたしたちは、子どもの笑顔があふれる

よう、“子どもの笑顔がいきいきと輝く

まち にしのみや”をめざします。 

また、地域全体で子どもを見守り、支

えあう心温かなまち、子育て家庭にやさ

しいまちは、高齢者や障害のある人など

すべての人にとって暮らしやすいまち

につながります。あらゆる人がいきいき

と輝けるよう、“すべての人にやさしい

まち にしのみや”をめざします。 

 

子どもや子育て世代の思いや意見を

尊重するまち、子育て家庭を支えるまち

は、子どもの輝く笑顔につながります。

わたしたちは、子どもの笑顔があふれる

よう、“子どもの笑顔がいきいきと輝く

まち にしのみや”をめざします。 

また、地域全体で子どもを見守り、支

えあう心温かなまち、子育て家庭にやさ

しいまちは、高齢者や障害のある人など

すべての人にとって暮らしやすいまち

につながります。あらゆる人がいきいき

と輝けるよう、“すべての人にやさしい

まち にしのみや”をめざします。 
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子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）  
 

 目 次  
 
   第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項・・・・・・・・・・・  
     一 子どもの育ち及び子育てをめぐる環境  
     二 子どもの育ちに関する理念  
     三 子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義  
     四 社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割  
 
   第二 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業  
     の実施に関する基本的事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  
     一 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業  
       の実施に関する基本的考え方  
     二   子ども・子育て支援に当たっての関係者の連携及び協働  
 
   第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項・・・・・・・  
     一 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項  
     二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項  
     三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項  
     四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的記  
       載事項  
     五 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する任意記載  
       事項  
     六 その他  
 
   第四 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要と  
     する児童の福祉増進のための施策との連携に関する事項・・・・・・  
 
   第五 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために  
     必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項・・・・・  
 
   第六 その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必  
     要な事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

※「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども  
・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針」という件名の内閣府告示として出すことを予定 

 

参考資料３ 
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子ども・子育て支援については、少子化社会対策基本法（平成十五年法

律第百三十三号）等に基づき、総合的な施策が講じられてきたところで

あるが、平成二十四年八月に、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合

的な提供、保育の量的拡大及び確保並びに地域における子ども・子育て

支援の充実等を図るため、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第

六十五号。以下「法」という。）の制定のほか、就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律（平成二十四年法律第六十六号）及び児童福祉法（昭和二十二年法律

第百六十四号）の改正を含めた子ども・子育て支援法及び就学前の教育・

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成二十四年法律第六十七号）

が制定され、子ども・子育て支援の新たな制度が創設された。  
法においては、市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、子ども・子育

て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行う

こととし、国及び都道府県は、当該給付及び当該事業が適正かつ円滑に

行われるよう必要な各般の措置を講じなければならないこととされてい

る。  
特に、子ども・子育て支援給付に係る教育・保育（法第十四条第一項に

規定する教育・保育をいう。以下同じ。）及び地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の確保等を図るため、市町村は市町村子ども・子育て支

援事業計画（法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援

事業計画をいう。以下同じ。）を、都道府県は都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画（法第六十二条第一項に規定する都道府県子ども・子

育て支援事業支援計画をいう。以下同じ。）を定めることとされている。  
この基本指針は、この新たな制度の下、法第六十条に基づき、教育・保

育の提供体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基

本的事項並びに子ども・子育て支援事業計画（市町村子ども・子育て支

援事業計画及び都道府県子ども・子育て支援事業支援計画をいう。以下

同じ。）の記載事項等を定め、もって教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業を提供する体制の整備その他法に基づく業務の円滑な実施が

計画的に図られるようにすること等を目的とするものである。  
 

第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項  
法は、「我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を  

取り巻く環境の変化に鑑み、児童福祉法その他の子どもに関する法律に

よる施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子ど

もを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健

やかに成長することができる社会の実現に寄与する」ことを目的として

いる。  
子ども・子育て支援については、この法の目的を達成するため、「  
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子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基本に、子

どもの視点に立ち、子どもの生存と発達が保障されるよう、良質かつ適

切な内容及び水準のものとすることが必要である。  
また、法は、障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情に  

より社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての子ど

もや子育て家庭を対象とするものである。このことを踏まえ、全ての子

どもに対し、身近な地域において、法に基づく給付その他の支援を可能

な限り講じるとともに、関連する諸制度との連携を図り、必要な場合に

は、これらの子どもに対する適切な保護及び援助の措置を講じることに

より、一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指す

必要がある。  
子どもは、社会の希望であり、未来をつくる存在である。子どもの  

健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子どもや保護者の幸

せにつながることはもとより、将来の我が国の担い手の育成の基礎をな

す重要な未来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要課題の一

つである。  
しかるに、子どもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、結婚や出  

産に関する希望の実現をあきらめる人々や、悩みや不安を抱えながら子

育てを行っている人々がいる。また、親自身は、周囲の様々な支援を受

けながら、実際に子育てを経験することを通じて、親として成長してい

くものであり、全ての子育て家庭を対象に、こうしたいわゆる「親育ち」

の過程を支援していくことが必要とされている。  
このような状況に鑑みれば、行政が、子ども・子育て支援を質・量  

ともに充実させるとともに、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあ

らゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対

する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが

必要である。そうした取組を通じ、家庭を築き、子どもを産み育てると

いう人々の希望がかなえられるとともに、全ての子どもが健やかに成長

できる社会を実現していかなければならない。  
 

一 子どもの育ち及び子育てをめぐる環境  
近年、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により、祖父母  

や近隣の住民等から、日々の子育てに対する助言、支援や協力を得る

ことが困難な状況となっている。また、現在の親世代の人々の兄弟姉

妹の数が減少しており、自身の子どもができるまで赤ちゃんと触れ合

う経験が乏しいまま親になることが増えている。このように、子育て

をめぐる地域や家庭の状況は変化している。  
また、経済状況や企業経営を取り巻く環境が依然として厳しい中  

、共働き家庭は増加し続けているとともに、若年男性を始め非正規雇

用割合も高まっている。また、子育てに専念することを希望して退職
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する者がいる一方、就労の継続を希望しながらも、仕事と子育ての両

立が困難であるとの理由により、出産を機に退職する女性が少なから

ず存在しているなど、出産に伴う女性の就労継続も依然として厳しい

状況にある。さらに、女性の活力による経済社会の活性化の視点から、

仕事と子育ての両立を希望する者を支援する環境の整備が求められて

いるが、都市部を中心に、依然として多くの待機児童が存在している。  
また、長時間労働は全体的に減少傾向にあるものの、子育て期に  

ある三十代及び四十代の男性で長時間労働を行う者の割合は依然とし

て高い水準にある。父親の子育てへの参画に関する意識や意欲は高ま

ってきているものの、子育て期の父親の家事・育児時間は、諸外国に

比べ、依然として少ない時間にとどまっている。他方で、夫の家事・

育児時間が長い夫婦ほど、第二子以降の出生割合が高い傾向が見られ

ており、育児において父親が積極的に役割を果たすことが望まれる。  
このような、社会や経済の環境の変化によりもたらされた子育て  

家庭を取り巻く環境の変化によって、就労の有無や状況にかかわらず、

子育ての負担や不安、孤立感が高まっている。こうした状況の中、子

どもの心身の健やかな発達を妨げ、ひいては生命をも脅かす児童虐待

の発生も後を絶たない。  
さらに、少子化により、子どもの数の減少とともに兄弟姉妹の数  

も減少しており、乳幼児期（小学校就学の始期に達するまでの時期を

いう。以下同じ。）に異年齢の中で育つ機会が減少しているなど、子

どもの育ちをめぐる環境も変容している。  
 以上のような子どもの育ちや子育てをめぐる環境に鑑みれば、子ど

もが安心して育まれるとともに、子ども同士が集団の中で育ち合うこ

とができるよう、また、家庭における子育ての負担や不安、孤立感を

和らげ、男女共に保護者がしっかりと子どもと向き合い、喜びを感じ

ながら子育てができるよう、子どもの育ちと子育てを、行政や地域社

会を始め社会全体で支援していくことが必要である。こうした取組を

通じて、全ての子どもの健やかな育ちを実現する必要がある。  
 

二 子どもの育ちに関する理念  
 人は生まれながらにして、自然に成長していく力とともに、周囲の

環境に対して自分から能動的に働きかけようとする力を有している。

発達とは、自然な心身の成長に伴い、人がこのように能動性を発揮し

て周囲の環境と関わり合う中で、生活に必要な能力、態度等を獲得し

ていく過程である。  
 とりわけ、乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等、生

涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期である。  
 乳児期（おおむね満一歳に達するまでの時期をいう。以下同じ。）

は、一般に、身近にいる特定の大人（実親のほか、里親等の実親以外
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の養育者を含む。）との愛着形成により、情緒的な安定が図られると

ともに、身体面の著しい発育・発達が見られる重要な時期である。子

どもが示す様々な行動や欲求に、身近な大人が応答的かつ積極的に関

わることにより、子どもの中に人に対する基本的信頼感が芽生え、情

緒の安定が図られる。こうした情緒の安定を基盤として心身の発達が

促されるなど、人として生きていく土台がこの時期に作られる。  
 幼児期（乳児期を除く小学校就学の始期に達するまでの時期をいう。

以下同じ。）のうち、おおむね満三歳に達するまでの時期は、一般に、

基本的な身体機能や運動機能が発達し、様々な動きを十分楽しみなが

ら、人や物との関わりを広げ、行動範囲を拡大させていく時期である。

自我が育ち、強く自己主張することも多くなるが、大人がこうした姿

を積極的に受け止めることにより、子どもは自分に自信を持つ。自分

のことを信じ、見守ってくれる大人の存在により、子どもは時間をか

けて自分の感情を鎮め、気持ちを立て直すようになる。安心感や安定

感を得ることにより、子どもは身近な環境に自ら働きかけ、好きな遊

びに熱中したりやりたいことを繰り返し行ったりするなど、自発的に

活動するようになる。こうした自発的な活動が主体的に生きていく基

盤となる。また、特定の大人への安心感を基盤として、徐々に人間関

係を広げ、その関わりを通じて社会性を身に付けていく。  
 幼児期のうち、おおむね満三歳以上の時期は、一般に、遊びを中心

とした生活の中で、特に身体感覚を伴う多様な活動を経験することに

より、豊かな感性とともに好奇心、探究心や思考力が養われ、それら

がその後の生活や学びの基礎になる時期である。また、ものや人との

関わりにおける自己表出を通して、幼児の育ちにとって最も重要な自

我や主体性が芽生えるとともに、人と関わり、他人の存在に気付くこ

となどにより、自己を取り巻く社会への感覚を養うなど、人間関係の

面でも日々急速に成長する時期である。このため、この時期における

育ちは、その後の人間としての生き方を大きく左右する重要なものと

なる。  
 以上に述べたような乳幼児期の発達は、連続性を有するものである

とともに、一人一人の個人差が大きいものであることに留意しつつ、

乳幼児期の重要性や特性を踏まえ、発達に応じた適切な保護者の関わ

りや、質の高い教育・保育や子育て支援の安定的な提供を通じ、その

間の子どもの健やかな発達を保障することが必要である。  
 また、小学校就学後の学童期は、生きる力を育むことを目指し、調

和のとれた発達を図る重要な時期である。この時期は、自立意識や他

者理解等の社会性の発達が進み、心身の成長も著しい時期である。学

校教育とともに、遊戯やレクリエーションを含む、学習や様々な体験・

交流活動のための十分な機会を提供し、放課後等における子どもの健

全な育成にも適切に配慮することが必要である。  
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 以上のように、乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とし

た情緒の安定や他者への信頼感の醸成、幼児期における他者との関わ

りや基本的な生きる力の獲得及び学童期における心身の健全な発達を

通じて、一人一人がかけがえのない個性ある存在として認められると

ともに、自己肯定感をもって育まれることが可能となる環境を整備す

ることが、社会全体の責任である。  
 

三 子育てに関する理念と子ども・子育て支援の意義  
 法を始めとする関係法律において明記されているとおり、「父母そ

の他の保護者は、子育てについての第一義的責任を有する」という基

本的認識を前提とし、また、家庭は教育の原点であり、出発点である

との認識の下、前述の子ども・子育てをめぐる環境を踏まえ、子ども・

子育て支援は進められる必要がある。  
 子育てとは本来、子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、

日々成長する子どもの姿に感動して、親も親として成長していくとい

う大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営みである。  
 したがって、子ども・子育て支援とは、保護者の育児を肩代わりす

るものではなく、保護者が子育てについての責任を果たすことや、子

育ての権利を享受することが可能となるよう、地域や社会が保護者に

寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じ

て、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、

親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを

感じることができるような支援をしていくことである。  
 このような支援により、より良い親子関係を形成していくことは、

子どものより良い育ちを実現することに他ならない。  
 また、保護者が子育てについての第一義的な責任を有するという基

本的認識については、子どもの最善の利益を実現する観点から、虐待

等を理由として親子を分離し、実親以外の者が養育者となって子育て

を担うことを妨げるものではない。むしろ、必要な場合には、社会的

養護に係る措置を適切に講じ、もって子どもの健やかな育ちを保障す

ることは、社会の責務である。  
 以上のような子ども・子育て支援の意義に関する理解の下、各々の

子どもや子育て家庭の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の

学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量的拡充

と質的改善を図ることが必要である。  
 保護者以外の保育者の具体的な関わりにおいては、三歳未満の乳幼

児では、その発達の特性を踏まえ、安心できる人的及び物的環境の下

で、子どもの生命の保持及び情緒の安定を図るための援助や関わりが

重要である。この時期の保育においては、疾病の発生が多いことから、

一人一人の発育及び発達状態や健康状態についての適切な判断に基づ
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く保健的な対応を行うことが必要である。また、一人一人の子どもの

生育歴の違いに留意しつつ、欲求を適切に満たし、特定の保育者が応

答的に関わるように努めることが必要である。保育においては、子ど

もが探索活動を十分経験できるよう、事故防止に努めながら活動しや

すい環境を整え、全身を使う遊び等様々な遊びを取り入れることが必

要である。また、子どもの自我の育ちを見守り、その気持ちを受け止

めるとともに、保育者が仲立ちとなり、友達の気持ちや友達との関わ

り方を丁寧に伝えていくことが求められる。  
 三歳以上の幼児期は、知的・感情的な面でも、また人間関係の面で

も、日々急速に成長する時期であり、この時期の教育の役割は極めて

重要である。また、少子化の進行により子どもや兄弟姉妹の数が減少

する中にあって、子どもの健やかな育ちにとって必要となる、同年齢

や異年齢の幼児と主体的に関わる機会の確保が必要である。集団の生

活は、幼児に人との関わりを深めさせ、規範意識の芽生えを培うもの

であり、異年齢交流は、年下への思いやりや責任感、年上への憧れや

成長の意欲を生むものである。保育者は、一人一人の幼児に対する理

解に基づき、環境を計画的に構成し、幼児の主体的な活動を援助して

いくことが求められる。また、幼児期の教育に際しては、小学校教育

との連携・接続についても、十分配慮することが必要である。  
 また、教育・保育施設（法第七条第四項に規定する教育・保育施設

をいう。以下同じ。）を利用する子どもの家庭のみならず、在宅の子

育て家庭を含む全ての家庭及び子どもを対象として、地域のニーズに

応じた多様かつ総合的な子育て支援を質・量両面にわたり充実させる

ことが必要である。当該支援を実施するに当たっては、妊娠・出産期

からの切れ目のない支援を行っていくこと、保護者の気持ちを受け止

め、寄り添いながら相談や適切な情報提供を行うこと、発達段階に応

じた子どもとの関わり方等に関する保護者の学びの支援を行うこと、

安全・安心な活動場所等子どもの健全な発達のための良質な環境を整

えること、及び地域の人材を生かしていくことに留意することが重要

である。  
 全ての子どもの健やかな育ちを保障していくためには、以上に述べ

たような、発達段階に応じた質の高い教育・保育及び子育て支援が提

供されることが重要である。質の高い教育・保育及び子育て支援を提

供するためには、保護者以外に幼稚園教諭、保育士等子どもの育ちを

支援する者の専門性や経験が極めて重要であり、研修等によりその専

門性の向上を図ることが必要である。また、施設設備等の良質な環境

の確保が必要である。さらに、こうした教育・保育及び子育て支援の

質の確保・向上のためには、適切な評価を実施するとともに、その結

果を踏まえた不断の改善努力を行うことが重要である。  
 



19 

四 社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割  
 社会のあらゆる分野における全ての構成員が、父母その他の保護者

が子育てについて責任を有していることを前提としつつ、全ての子ど

もの健やかな成長を実現するという社会全体の目的を共有し、子ども

の育ち及び子育て支援の重要性に対する関心と理解を深め、各々の役

割を果たすことが必要である。  
 法に基づく子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事

業については、基礎自治体である市町村が、幼児期の学校教育・保育

及び地域の子ども・子育て支援を総合的に実施する主体となり、二に

掲げる子どもの育ちに関する理念及び三に掲げる子育てに関する理念

と子ども・子育て支援の意義を踏まえ、子どもの最善の利益の実現を

念頭に、質を確保しながら、地域の実情に応じた取組を関係者と連携

しつつ実施する。また、国及び都道府県は、市町村の取組を重層的に

支える。  
 事業主においては、子育て中の労働者が男女を問わず子育てに向き

合えるよう、職場全体の長時間労働の是正、労働者本人の希望に応じ

た育児休業や短時間勤務を取得しやすい環境づくり、職場復帰支援等

の労働者の職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）

が図られるような雇用環境の整備を行うことが求められる。  
 子育てにおいては、保護者が、家庭の中のみならず、地域の中で、

男女共に、保護者同士や地域の人々とのつながりを持ち、地域社会に

参画し、連携し、地域の子育て支援に役割を果たしていくことも重要

である。ＰＴＡ活動や保護者会活動を始め、家庭、地域、施設等子ど

もの生活の場を有機的に連携させ、地域コミュニティーの中で子ども

を育むことが必要である。とりわけ、教育・保育施設においては、地

域における子ども・子育て支援の中核的な役割を担うことが期待され

る。また、施設が地域に開かれ、地域と共にあることや、保護者のみ

ならず地域の人々も子どもの活動支援や見守りに参加することは、子

どもの健やかな育ちにとって重要である。  
 地域及び社会全体が、子育て中の保護者の気持ちを受け止め、寄り

添い、支えることを通じ、保護者が子育てに不安や負担ではなく喜び

や生きがいを感じることができ、そして未来の社会を創り、担う存在

である全ての子どもが大事にされ、健やかに成長できるような社会、

すなわち「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す。  
 

第二 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実

施に関する基本的事項  
一 教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事  
業の実施に関する基本的考え方  
 法、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に



20 

関する法律の一部を改正する法律による改正後の就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法

律第七十七号。以下「認定こども園法」という。）及び子ども・子育

て支援法及び就学前の教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法

律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

による改正後の関係法律に基づき実施する子ども・子育て支援に係る

制度（以下「子ども・子育て支援制度」という。）は、第一の子ども・

子育て支援の意義に関する事項を踏まえ、基礎自治体である市町村が

制度を実施し、都道府県及び国が重層的に支える仕組みである。  
 市町村は、子ども・子育て支援制度の実施主体として、全ての子ど

もに良質な成育環境を保障するため、それぞれの家庭や子どもの状況

に応じ、子ども・子育て支援給付を保障するとともに、地域子ども・

子育て支援事業を実施し、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行う。  
 具体的には、市町村は、国及び都道府県等と連携し、地域の実情に

応じて質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が適切に

提供されるよう、計画的に提供体制を確保するとともに、その利用を

支援する。その際、子育てに孤立感や負担感を感じている保護者が多

いこと等を踏まえ、全ての子ども・子育て家庭に、それぞれの子ども

や家庭の状況に応じ、子育ての安心感や充実感を得られるような親子

同士の交流の場づくり、子育て相談や情報提供などの支援を行う。  
 このため、市町村は、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及

び潜在的な利用希望を含めた利用希望を把握した上で、管内における

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに提供

体制の確保の内容及びその実施時期等を盛り込んだ市町村子ども・子

育て支援事業計画を作成し、当該計画をもとに、質の高い教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業を計画的に実施する。  
 都道府県は、市町村が上記の役割を果たすために必要な支援を行う

とともに、子ども・子育て支援のうち、特に専門性の高い施策及び各

市町村の区域を超えた広域的な対応が必要な施策を講ずる。  
 また、市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえて都道府県子ど

も・子育て支援事業支援計画を作成し、当該計画をもとに、質の高い

教育・保育が適切に提供されるよう、計画的に提供体制を確保するほ

か、市町村の区域を超えた広域的な調整、幼稚園教諭及び保育士等の

人材の確保及び資質の向上に係る方策並びに保護を要する子どもの養

育環境の整備等の専門的な知識及び技術を要する支援等を行う。  
 国は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育

て支援事業等が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び都道府県と

相互に連携を図りながら、必要な支援を行う。  
 また、子ども・子育て支援制度は質の高い教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の提供を通じて全ての子どもが健やかに成長する



21 

ように支援するものであり、市町村、都道府県及び国は、それぞれの

役割に応じて、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の質の確

保及び向上を図ることが必要である。具体的には、認定こども園、幼

稚園及び保育所と小学校等との連携のための取組の促進、幼稚園教諭、

保育士等に対する研修の充実等による資質の向上、処遇改善を始めと

する労働環境への配慮並びに教育・保育施設（法第七条第四項に規定

する教育・保育施設をいう。以下同じ。）及び地域型保育事業（法第

七条第五項に規定する地域型保育事業をいう。以下同じ。）を行う者

に対する適切な指導監督、評価等の実施を通じて、質の高い教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の提供を図り、市町村及び都道府

県は、これらの事項について、子ども・子育て支援事業計画に記載す

る。この他、市町村は、障害児、社会的養護が必要な子ども、貧困状

態にある子ども、夜間の保育が必要な子ども等特別な支援が必要な子

どもが円滑に教育・保育等を利用できるようにするために必要な配慮

を行うとともに、市町村、都道府県及び国は、必要な支援を行うこと

が求められる。  
 教育・保育施設は、教育・保育の質の確保及び向上を図るため、自

己評価、関係者評価、第三者評価等を通じて運営改善を図ることが求

められる。市町村、都道府県及び国はこのために必要な支援を行う。  
 

二  子ども・子育て支援に当たっての関係者の連携及び協働  
 質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を提供するた

め、関係者は次に掲げる相互の連携及び協働を図り、総合的な体制の

下に子ども・子育て支援を推進することが望ましい。  
 
１ 市町村内及び都道府県内の関係部局間の連携及び協働  

子ども・子育て支援制度は、子ども・子育て支援事業計画に基  
づき、地域の実情に応じた質の高い教育・保育及び地域子ども・子

育て支援事業が総合的かつ効率的に提供されるよう、市町村及び都

道府県がその提供体制を確保することを基本理念とするものであり、

認定こども園、幼稚園及び保育所を通じた共通の給付が創設される

とともに、幼保連携型認定こども園の認可及び指導監督が一本化さ

れる。そのため、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を一

元的に行うとともに、その他の小学校就学前子ども（法第六条第一

項に規定する小学校就学前子どもをいう。以下同じ。）等に係る施

策との緊密な連携を推進することが求められる。また、家庭教育の

支援施策を行う市町村の関係部局との密接な連携を図ることが望ま

しい。  
市町村及び都道府県は、子ども・子育て支援制度の総合的かつ  

効率的な推進を図るため、例えば、認定こども園、幼稚園、保育所
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等及び地域子ども・子育て支援事業の担当部局を一元化するなど、

円滑な事務の実施が可能な体制を整備し、子ども・子育て支援事業

計画の作成並びにこれに基づく質の高い教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の実施を図ることが望ましい。ただし、教育委

員会の独立性確保の観点から、公立幼稚園に関する教育委員会の権

限は移管できないことに留意すること。  
 

２ 市町村相互間の連携及び協働並びに市町村と都道府県との連携  
及び協働  
 子ども・子育て支援制度の実施主体である市町村は、住民に最も

身近な基礎的な地方公共団体として、質の高い教育・保育及び地域

子ども・子育て支援事業の提供の責務を有し、教育・保育施設及び

地域型保育事業を行う事業者について、法第二十七条第一項及び第

二十九条第一項の確認を行うとともに、地域型保育事業を構成する

家庭的保育事業（児童福祉法第六条の三第九項に規定する家庭的保

育事業をいう。以下同じ。）、小規模保育事業（同条第十項に規定

する小規模保育事業をいう。以下同じ。）、居宅訪問型保育事業（同

条第十一項に規定する居宅訪問型保育事業をいう。以下同じ。）及

び事業所内保育事業（同条第十二項に規定する事業所内保育事業を

いう。以下同じ。）の認可を行う。  
 一方、教育・保育施設（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二

条の二十二第一項の中核市（以下「指定都市等」という。）に所在

する幼保連携型認定こども園及び保育所を除く。以下２において同

じ。）の認可及び認定は都道府県が行う。  
 このため、都道府県及び市町村は、教育・保育施設の認可、認定

及び確認並びに指導監督に当たって、必要な情報を共有し、共同で

指導監督を行うなど、相互に密接に連携を図ること。特に、市町村

が私立幼稚園の運営の状況等を円滑に把握することができるよう、

都道府県は、市町村に必要な支援を行うこと。  
 また、住民が近隣の市町村に所在する地域型保育事業を利用する

場合において、当該住民が居住する市町村が当該地域型保育事業を

行う者の確認を行う際には、法第四十三条第四項の規定により、当

該地域型保育事業を行う事業所が所在する市町村の事前の同意又は

当該同意を要しない旨の市町村間の同意が必要である。市町村は、

住民が希望する地域型保育事業を円滑に利用できるよう、当該地域

型保育事業を行う者が所在する市町村と連携を図り、迅速にこれら

の同意が行われるように努めること。特に、市町村域を超えた地域

型保育事業の利用が明らかな場合及び複数の市町村に居住する子ど

もが利用することが見込まれる事業所内保育事業については留意が
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必要である。  
 子ども・子育て支援の実施に当たり、市町村は、地域の資源を有

効に活用するため、地域の実情に応じ、必要に応じて近隣の市町村

と連携、共同して事業を実施するなどの広域的取組を推進すること

が必要である。この場合において、関係市町村間の連携を図るとと

もに、必要に応じて都道府県が広域調整を行うこと。  
 

３ 教育・保育の提供及び地域子ども・子育て支援事業の実施に係  
る関係者の連携及び協働  

    市町村は、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

を実施するため、地域の実情に応じて計画的に基盤整備を行う。こ

の場合において、市町村と教育・保育施設、地域型保育事業を行う

者その他の子ども・子育て支援を行う者が相互に連携し、協働しな

がら地域の実情に応じた取組を進めていく必要がある。  
 また、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行うとともに、質の

高い教育・保育の提供並びに地域の子育て支援機能の維持及び確保

等を図るため、子ども・子育て支援を行う者同士相互の密接な連携

が必要である。特に、教育・保育施設である認定こども園、幼稚園

及び保育所は、子ども・子育て支援において地域の中核的な役割を

担い、地域型保育事業を行う者及び地域子ども・子育て支援事業を

行う者等と連携し、必要に応じてこれらの者の保育の提供等に関す

る支援を行うことが求められる。  
 また、原則として満三歳未満の保育を必要とする子どもが利用す

る地域型保育事業について、満三歳以降も引き続き適切に質の高い

教育・保育を利用できるよう、教育・保育施設と地域型保育事業を

行う者との連携が必要である。この際、円滑な連携が可能となるよ

う、市町村が積極的に関与することが必要である。  
 また、保育を利用する子どもが小学校就学後に円滑に放課後児童

健全育成事業を利用できるよう、相互の連携を図ることが望ましい。 
 

４ 国と地方公共団体との連携及び協働  
国及び地方公共団体は、相互に連携を図りながら、子ども・子  

育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業が適切かつ円滑に行

われるようにしなければならない。このため、国及び地方公共団体

は恒常的に意見交換を行い、連携及び協働を図りながら地域の実情

に応じた子ども・子育て支援を推進することが必要である。  
 

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項  
一 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項  
１ 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項       
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市町村及び都道府県は、法の基本理念及び第一の子ども・子育  
て支援の意義に関する事項を踏まえ、子ども・子育て支援事業計画

を作成すること。その際、次世代育成支援対策推進法（平成十五年

法律第百二十号）に基づき作成する地域行動計画に記載して実施し

ている次世代育成支援対策に係る分析、評価を行うこと。  
 

２ 子ども・子育て支援事業計画の作成のための体制の整備等  
子ども・子育て支援事業計画の作成に当たっては、市町村及び  

都道府県は、例えば担当部局の一元化を行うなど関係部局間の連携

を促進し、必要な体制の整備を図るとともに、法第七十七条第一項

及び第四項に規定する審議会その他の合議制の機関又は子どもの保

護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴くこと。  
 

（一）市町村及び都道府県の関係部局相互間の連携  
子ども・子育て支援事業計画の作成に当たっては、認定こ  

ども園、幼稚園、保育所等及び地域子ども・子育て支援事業等

の担当部局が相互に連携することができる体制を整備すること

が必要であり、第二の二の１に基づき、例えば関係部局を一元

化するなど、円滑な事務の実施が可能な体制を整備すること。  
 

（二）子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の  
意見の聴取  
子ども・子育て支援事業計画を地域の実情に即した実効性  

のある内容のものとするためには、地域の関係者の意見を反映

することが必要である。このため、法第六十一条第七項及び第

六十二条第五項の規定に基づき、市町村及び都道府県は、法第

七十七条第一項及び第四項に規定する審議会その他の合議制の

機関を設置している場合はその意見を、その他の場合は子ども

の保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴か

なければならないこと。  
 

（三）市町村間及び市町村と都道府県との間の連携  
市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に当  

たって、二の２の（二）の⑴に規定する市町村域を超えた教育・

保育等の利用が行われている場合等必要な場合には、量の見込

み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時期等について、

関係市町村と調整を行うこと。  
都道府県は、法第六十一条第九項の規定による市町村子ど  

も・子育て支援事業計画の協議を受け、調整を行うことにより、

教育・保育施設及び地域型保育事業の整備等に関する広域調整



25 

を行う役割を有している。このため、子ども・子育て支援事業

計画を作成する過程では、市町村と都道府県との間の連携を図

ることが必要である。  
具体的には、市町村は、四半期ごと等の都道府県が定める  

一定の期間ごとに、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成

の進捗状況等の都道府県が定める事項を、都道府県に報告する

こと。  
また、市町村が市町村子ども・子育て支援事業計画を作成  

するに当たって、私立幼稚園の運営の状況等を円滑に把握する

ことができるよう、都道府県は、市町村に必要な支援を行うこ

と。  
 

３ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の利用状況及び利  
用希望の把握  
（一）現状の分析  

市町村子ども・子育て支援事業計画については、地域の人  
口構造や産業構造等の地域特性、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の利用の現状、利用希望の実情、教育・保育施

設等の地域資源の状況、更には子どもと家庭を取り巻く環境等

の現状を分析して、それらを踏まえて作成することが必要であ

る。  
 

（二）現在の利用状況及び利用希望の把握  
市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に当  

たり、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在の利

用状況を把握するとともに、保護者に対する調査等（以下「利

用希望把握調査等」という。）を行い、これらを踏まえて教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを推計し、

具体的な目標設定を行うこと。  
利用希望把握調査等の実施に当たっては、当該調査結果を  

踏まえて作成する市町村子ども・子育て支援事業計画及び市町

村子ども・子育て支援事業計画を踏まえて作成する都道府県子

ども・子育て支援事業支援計画が、教育・保育施設及び地域型

保育事業の認可及び認定の際の需給調整の判断の基礎となるこ

とを勘案して、地域の実情に応じた適切な区域で行うこと。  
また、都道府県は、利用希望把握調査等が円滑に行われる  

よう、市町村に対する助言、調整等に努めること。その際、認

可外保育施設及び私立幼稚園の運営の状況等について市町村に

対する情報提供を行う等、密接に連携を図ること。  
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４ 計画期間における数値目標の設定  
市町村及び都道府県は、地域の子どもが必要な教育・保育及び  

地域子ども・子育て支援事業を効果的、効率的に利用できるよう、

二の２の（一）及び３の（一）並びに四の２の（一）に基づき、教

育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況及び利

用希望を把握し、地域の実情に応じて、子ども・子育て支援事業計

画において、計画期間内における量の見込みを設定すること。  
 

５ 住民の意見の反映  
市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようと  

するときは、２の（二）により、法第七十七条第一項及び第四項に

規定する審議会その他の合議制の機関又は子どもの保護者その他子

ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴くほか、法第六十一条第

八項の定めるところにより、あらかじめ、地域住民の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずるよう努めること。  
 

６ 他の計画との関係  
子ども・子育て支援事業計画は、地域福祉計画（社会福祉法（  

昭和二十六年法律第四十五号）第百七条に規定する市町村地域福祉

計画及び同法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画をい

う。）、教育振興基本計画（教育基本法（平成十八年法律第百二十

号）第十七条第二項の規定により市町村又は都道府県が定める教育

の振興のための施策に関する基本的な計画をいう。）、母子家庭及

び寡婦自立促進計画（母子及び寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百

二十九号）第十一条第二項第三号に規定する母子家庭及び寡婦自立

促進計画をいう。以下同じ。）、障害者計画（障害者基本法（昭和

四十五年法律第八十四号）第十一条第二項に規定する都道府県障害

者計画及び同条第三項に規定する市町村障害者計画をいう。）、児

童福祉法第五十六条の四の二第一項に規定する市町村整備計画（以

下「市町村整備計画」という。）その他の法律の規定により市町村

又は都道府県が作成する計画であって、子ども・子育て支援に関す

る事項を定めるもの並びに放課後子どもプラン事業計画その他の子

ども・子育て支援に関する事項を定める計画との間の調和が保たれ

たものとすることが必要である。  
なお、他の法律の規定により市町村又は都道府県が作成する計  

画であって、子ども・子育て支援事業計画と盛り込む内容が重複す

るものについては、子ども・子育て支援事業計画と一体のものとし

て作成して差し支えない。  
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二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事  
項  
市町村子ども・子育て支援事業計画において定めることとされた  

事項は、次に掲げる事項その他別表第一に掲げる事項とする。  
なお、指定都市等及び児童相談所設置市（児童福祉法第五十九条  

の四第一項に規定する児童相談所設置市をいう。以下同じ。）にあっ

ては、本指針において都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に盛

り込まれている内容のうち、指定都市等及び児童相談所設置市が処理

することとされているものについては、適切に市町村子ども・子育て

支援事業計画に盛り込むことが必要である。  
 

１ 教育・保育提供区域の設定に関する事項  
市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、  

現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の

整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学

校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが

居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供

区域」という。）を定める必要がある。その際、教育・保育提供区

域は、２の（二）の⑵に規定する地域型保育事業の認可の際に行わ

れる需給調整の判断基準となることを踏まえて設定すること。  
この場合において、教育・保育提供区域は、教育・保育及び地  

域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とすることが基

本となる。一方、教育・保育提供区域は、２の（二）の⑵に規定す

る地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となる

こと等から、法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分（以下「認定区分」という。）ごと、地域子ども・子育て支援

事業の事業ごとに教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事

業の広域利用の実態が異なる場合には、実態に応じて、これらの区

分又は事業ごとに設定することができる。  
なお、市町村整備計画を作成する場合には、当該市町村整備計  

画に記載する保育提供区域（児童福祉法第五十六条の四の二第二項

第一号に規定する保育提供区域をいう。）は、当該教育・保育提供

区域と整合性が取れたものとすること。  
 

２ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとす  
る教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事

項  
 （一）  各年度における教育・保育の量の見込み  

各年度における教育・保育提供区域ごとの教育・保育の量の  
見込みについては、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成し
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ようとするときにおける当該市町村に居住する子ども及びその保

護者の教育・保育の利用状況及び利用希望把握調査等により把握

する利用希望を踏まえて作成すること。具体的には、教育・保育

の利用状況及び利用希望を分析し、かつ評価し、参酌標準（市町

村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育の量の見込み

を定めるに当たって参酌すべき標準として別表第二に掲げるもの

をいう。別表第一において同じ。）を参考として、次に掲げる区

分ごとに、それぞれ次に掲げる必要利用定員総数（⑶については、

特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数及び特定地域型保育

事業所（法第二十九条第三項第一号規定する特定地域型保育事業

所をいう。以下同じ。）に係る必要利用定員総数の合計）を定め

る。  
その際、教育・保育提供区域ごとに均衡の取れた教育・保育  

の提供が行われるよう、地域の実情に応じた見込量を定めるとと

もに、必要利用定員総数の算定に当たっての考え方を示すことが

必要である。  
また、都市部を中心とする待機児童の存在に対応した基盤整  

備を図るため、市町村子ども・子育て支援事業計画において必要

な教育・保育の量を見込むに当たっては、満三歳未満の子どもに

待機児童が多いことに鑑み、地域の実情に応じて、満三歳未満の

子どもの数全体に占める、認定こども園、保育所又は地域型保育

事業に係る法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する満三歳未満の子どもの利用定員数の割合（以下「保育

利用率」という。）について、計画期間内における目標値を設定

すること。その際、満三歳未満の子どもであって地域型保育事業

の利用者が満三歳に到達した際に円滑に教育・保育施設に移行す

ることが可能となるよう配慮する必要がある点に留意が必要であ

る。  
保育利用率の設定においては、市町村は、現在の保育の利用  

状況及び利用希望を踏まえ、計画期間内の各年度における目標を

設定すること。  
必要利用定員総数及び保育利用率を定める際に、必要に応じ  

て、地域の実情を踏まえて社会的流出入等を勘案することができ

る。この場合には、法第七十七条第一項及び第四項に規定する審

議会その他の合議制の機関等（以下「地方版子ども・子育て会議」

という。）においてその算出根拠を調査審議するなど、必要利用

定員総数の算出根拠の透明化を図ること。  
 

⑴ 法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する子ども 特定教育・保育施設（法第二十七条第一項に 
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規定する特定教育・保育施設をいう。以下同じ。）（認定こ 

ども園及び幼稚園に限る。）に係る必要利用定員総数（特定 

教育・保育施設に該当しない幼稚園に係るものを含む。）  
 
⑵ 法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する子ども 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育 

所に限る。）に係る必要利用定員総数（認可外保育施設等を 

利用する小学校就学前子どものうち保育を必要とする者を含 

む。）  
 
⑶ 法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する子ども 満一歳未満並びに満一歳及び満二歳の区分 

（以下「年齢区分」という。）ごとの特定教育・保育施設（認 

定こども園及び保育所に限る。）及び特定地域型保育事業所 

（事業所内保育事業所（法第四十三条第一項に規定する事業 

所内保育事業所をいう。以下同じ。）にあっては、同項に規 

定する労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分 

（以下「労働者枠」という。）を除く。）に係る必要利用定 

員総数の合計数（認可外保育施設等を利用する小学校就学前 

子どものうち保育を必要とする者を含む。）  
 

 （二）  実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及  
びその実施時期  
⑴ 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び

その実施時期  
市町村子ども・子育て支援事業計画においては、教育・  

保育提供区域ごと及び次のアからウまでに掲げる区分ごとに、

それぞれ次のアからウまでに掲げる特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業所に係る教育・保育の提供体制の確保の

内容及びその実施時期を定める。  
その際、子ども・子育て支援制度が、保護者の選択に基  

づき、多様な施設又は事業者から教育・保育を受けられるよ

うな提供体制の確保を目的の一つとしていることに鑑み、保

護者の就労状況及びその変化等のみならず、子どもの教育・

保育施設の利用状況等に配慮しつつ、柔軟に子どもを受け入

れるための体制確保、地域の教育・保育施設の活用等も勘案

し、現在の教育・保育の利用状況及び利用希望を十分に踏ま

えた上で定めること。  
この場合において、市町村は、（一）で定めた保育利用  

率を踏まえ、「待機児童解消加速化プラン」（平成二十五年
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四月十九日内閣総理大臣公表）において目標年次としている

平成二十九年度末までに、（一）により定めた各年度の量の

見込みに対応する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業を整備することを目指し、各年度における提供体制の確保

の内容及びその実施時期を定めること。  
なお、当該市町村に居住する子どもについて、他の市町  

村の教育・保育施設又は地域型保育事業により教育・保育の

利用を確保する必要があると見込まれる場合には、あらかじ

め、当該他の市町村と調整を行うとともに、必要に応じて、

都道府県が広域的な観点から市町村間の調整を行うこと。  
市町村は、保育の提供を行う意向を有する事業者の把握  

に努めた上で、情報の提供を適切に行う等、多様な事業者の

参入を促進する工夫を図ることが必要である。  
また、市町村は、特別な支援が必要な子どもが円滑に教  

育・保育を利用できるよう、あらかじめ、関係部局と連携し

て、地域における特別な支援が必要な子どもの人数等の状況

並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所におけ

る特別な支援が必要な子どもの受入れについて可能な限り把

握し、必要な調整を行った上で、教育・保育の提供体制を確

保すること。なお、障害児等特別な支援が必要な子どもが教

育・保育を利用する際には、必要に応じて障害児相談支援等

との連携を図るほか、利用手続を行う窓口において、教育・

保育以外の関連施策についても基本的な情報や必要な書類の

提供を行うとともに、教育・保育施設、地域型保育事業を行

う者等は、施設の設置、事業の運営に当たり、円滑な受入れ

に資するような配慮を行うことが望ましい。  
なお、「待機児童解消加速化プラン」等により、認可外  

保育施設の認可施設への移行を支援しているところであるが、

当分の間、イ及びウについてはイ及びウに定める確保の内容

に加え、市町村又は都道府県が一定の施設基準に基づき運営

費支援等を行っている認可外保育施設等による保育の提供体

制について記載することを可能とする。  
 
ア 法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子ども  
に該当する子ども 特定教育・保育施設及び幼稚園（特定

教育・保育施設に該当するものを除く。）  
 
イ 法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子ども  
に該当する子ども 特定教育・保育施設  
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ウ 法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子ども  
に該当する子ども 年齢区分ごとに係る特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所におけ

る労働者枠に係る部分を除く。）  
 
⑵ 市町村の認可に係る需給調整の考え方  
 ア 市町村の認可に係る需給調整の基本的考え方  

市町村長（特別区長を含む。以下同じ。）は、児童福祉  
法第三十四条の十五第五項の規定により、地域型保育事業に

関する認可の申請があった場合において、当該地域型保育事

業を行う者が所在する教育・保育提供区域における特定教

育・保育施設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業

所における労働者枠に係る部分を除く。以下イにおいて同

じ。）の利用定員の総数（法第十九条第一項第三号に掲げる

小学校就学前子どもに係るものに限る。）が、市町村子ども・

子育て支援事業計画において定める当該教育・保育提供区域

における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係

る必要利用定員総数（当該年度に係る同号に掲げる小学校就

学前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は

当該認可申請に係る地域型保育事業所の設置によってこれを

超えることになると認めるときは、地域型保育事業の認可を

しないことができる。  
この際、市町村長は、当該認可申請に係る地域型保育事  

業所が、児童福祉法第三十四条の十五第三項の規定に基づく

基準に該当し、かつ、同法第三十四条の十六第一項の条例で

定める基準に適合している場合は、認可するものとすること

とされているため、認可に係る需給調整については、慎重に

取り扱われるべきものであることに留意が必要である。  
 

 イ 子ども・子育て支援事業計画において実施しようとする  
ものとして定められた教育・保育の提供体制の確保の内容に

含まれない地域型保育事業の認可申請に係る需給調整  
子ども・子育て支援事業計画に基づき、教育・保育施設  

又は地域型保育事業所の整備を行っている場合において、当

該整備を行っている教育・保育施設又は地域型保育事業所の

認可又は認定が行われる前に、地域型保育事業（⑴により、

実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容として

子ども・子育て支援事業計画に定めたものを除く。）の認可

の申請があったときは、市町村長は、認可申請に係る地域型

保育事業所が所在する教育・保育提供区域における当該年度
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の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所（事業所内

保育事業所における労働者枠に係る部分を除き、当該子ど

も・子育て支援事業計画に基づき基盤整備を行っている教

育・保育施設及び地域型保育事業所を含む。）の利用定員の

総数（法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子ども

に係るものに限る。）が、市町村子ども・子育て支援事業計

画において定める当該教育・保育提供区域における当該年度

の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る必要

利用定員総数（法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学

前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当

該認可申請に係る地域型保育事業所の設置によってこれを超

えることになると認めるときは、地域型保育事業の認可をし

ないことができる。この場合において、法第十九条第一項の

規定による認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、当

該認定区分に係る量の見込みを上回っており、機動的な対応

が必要であると認められる場合には、市町村は、地域の実情

に応じて、当該認可申請に係る地域型保育事業所の認可を行

うことが望ましい。  
 

３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようと  
する地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその

実施時期に関する事項  
 （一）  地域子ども・子育て支援事業の量の見込み  

各年度における教育・保育提供区域ごとの地域子ども・子育  
て支援事業の量の見込みについては、市町村子ども・子育て支援

事業計画を作成しようとするときにおける当該市町村に居住する

子ども及びその保護者の地域子ども・子育て支援事業に該当する

事業の利用状況及び利用希望把握調査等により把握する利用希望

を踏まえて作成すること。具体的には、例えば一時預かり事業の

量の見込みについては、現行の一時預かり事業に加え、幼稚園に

おける預かり保育の利用状況や利用希望を踏まえるなど、地域子

ども・子育て支援事業に該当する事業の利用状況及び利用希望を

分析し、かつ評価し、参酌標準（市町村子ども・子育て支援事業

計画において地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定める

に当たって参酌すべき標準として別表第三に掲げるものをいう。

別表第一において同じ。）を参考として、事業の種類ごとの量の

見込みを定めるとともに、その算定に当たっての考え方を示すこ

と。  
量の見込みを定める際に、必要に応じて、地域の実情を踏ま  

えて社会的流出入等を勘案することができる。この場合には、地
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方版子ども・子育て会議においてその算出根拠を調査審議するな

ど、量の見込みの算出根拠の透明化を図ること。  
 

（二）  実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の  
確保の内容及びその実施時期  
市町村子ども・子育て支援事業計画においては、（一）によ  

り定めた各年度の量の見込みに対応するよう、事業の種類ごとに、

各年度における地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の

内容及びその実施時期を定める。  
放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、引き続き子ど  

もの健全育成を図る中核的な活動拠点である児童館や放課後子ど

も教室等との連携に努めるとともに、学校等とも連携し、放課後

や週末等における子どもの安全かつ安心な居場所づくりを推進す

ることが必要である。  
また、地域子ども・子育て支援事業の実施に当たっては、妊  

娠・出産期からの切れ目ない支援に配慮することが重要であり、

母子保健関連施策との連携の確保が必要である。このため、妊婦

に対する健康診査を始め、母子保健に関する知識の普及、妊産婦

等への保健指導その他の母子保健関連施策等を推進することが必

要である。なお、その実施に当たっては、二十一世紀における母

子保健の国民運動計画である「健やか親子二十一」の趣旨を十分

踏まえること。  
 

４ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当  
該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容に関する事項  
市町村は、認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち  

、保護者の就労状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入

れられる施設であることを踏まえ、現在の教育・保育の利用状況及

び利用希望に沿って教育・保育施設の適切な利用が可能となるよう、

幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援その他地

域の実情に応じた認定こども園の普及に係る基本的考え方を記載す

ること。中でも幼保連携型認定こども園については、学校及び児童

福祉施設として一の認可の仕組みとした制度改正の趣旨を踏まえ、

その普及に取り組むことが望ましい。  
また、幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等の市町村  

が行う必要な支援に関する事項を定めること。  
また、第一の子ども・子育て支援の意義に関する事項を踏まえ  

、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提

供の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策を定めること。

その際、乳幼児期の発達が連続性を有するものであることや、幼児
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期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるこ

とに十分留意すること。さらに、第二の二の３に掲げる教育・保育

施設及び地域型保育事業を行う者の相互の連携並びに認定こども園、

幼稚園及び保育所と小学校等との連携についての基本的考え方を踏

まえ、市町村におけるこれらの連携の推進方策を定めること。  
 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項  
市町村子ども・子育て支援事業計画において地域の実情に応じて  

定めることとされた事項は、次に掲げる事項その他別表第四に掲げる

事項とする。  
 

１ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特  
定地域型保育事業の円滑な利用の確保に関する事項  
市町村は、小学校就学前子どもの保護者が、産前・産後休業、育  
児休業明けに希望に応じて円滑に特定教育・保育施設又は特定地域

型保育事業を利用できるよう、産前・産後休業、育児休業期間中の

保護者に対する情報提供や相談支援等を行うとともに、利用希望把

握調査の結果を踏まえて設定した教育・保育の量の見込みを基に、

計画的に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の整備を行う

こと。  
特に、現在、零歳児の子どもの保護者が、保育所等への入所時期  
を考慮して育児休業の取得をためらったり、取得中の育児休業を途

中で切り上げたりする状況があることを踏まえ、育児休業満了時（原

則一歳到達時）からの特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業

の利用を希望する保護者が、育児休業満了時から利用できるような

環境を整えることが重要である。  
これらの点を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策を盛り込  
むこと。  

 
２ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都  
道府県が行う施策との連携に関する事項  
次に掲げる施策を踏まえつつ、都道府県が行う施策との連携に関  
する事項及び各市町村の実情に応じた施策を記載すること。  

 
（一）児童虐待防止対策の充実  

市町村においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握  
し、地域の子育て支援を活用して虐待を予防するほか、虐待の早

期発見、早期対応に努め、児童相談所の権限や専門性を要する場

合には、遅滞なく児童相談所の介入を求めることが重要であり、

このための関係機関との連携強化が不可欠である。  



35 

⑴ 関係機関との連携及び市町村における相談体制の強化  
市町村における虐待の発生予防、早期発見、早期対応等の  

ためには、地域の関係機関の連携並びに情報の収集及び共有に

より支援を行う要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」と

いう。）の取組の強化が必要である。具体的には、協議会に、

市町村（児童福祉、母子保健等の担当部局）、児童相談所、保

健センター、保健所、児童委員、保育所及び児童家庭支援セン

ターその他の児童福祉施設、学校、教育委員会、警察、医療機

関並びにＮＰＯ、ボランティア等の民間団体等幅広い関係者の

参加を得る。また、協議会の効果的な運営並びに市町村の虐待

相談対応における組織的な対応及び適切なアセスメントを確保

するため、要保護児童対策調整機関等の市町村の関係機関への

専門性を有する職員の配置や、都道府県等が実施する講習会等

への参加等を通じた市町村の体制の強化及び資質の向上を図る。

さらに、市町村は、一時保護等の実施が適当と判断した場合に

おける児童相談所長等への通知を始め、児童相談所の専門性や

権限を要する場合に児童相談所に適切に援助を求めるほか、都

道府県と相互に協力して、児童虐待による死亡事例等の重大事

例の検証を行う。これらの取組を通じ、市町村は都道府県との

連携強化を図ること。  
 

⑵ 発生予防、早期発見、早期対応等  
虐待の発生予防のため、健康診査や保健指導等の母子保健  

活動や地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪問事業の実

施等を通じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする

子どもや妊婦の家庭を早期に把握するとともに、特に支援を必

要とする場合には、養育支援訪問事業等の適切な支援につなげ

る。また、市町村において児童福祉担当部局と母子保健担当部

局が緊密な連携を図るとともに、医療機関と市町村が効果的に

情報の提供及び共有を行うための連携体制の構築を図ることが

必要である。さらに、虐待の発生予防、早期発見等のため、児

童委員やＮＰＯ、ボランティア等の民間団体等を積極的に活用

する。  
 

⑶ 社会的養護施策との連携  
市町村が子ども・子育て支援を推進するに際しては、子育  

て短期支援事業を実施する児童養護施設等との連携、市町村の

求めに応じて技術的助言等を行う児童家庭支援センターの活用

等、社会的養護の地域資源を地域の子ども・子育て支援に活用

するための連携が必要である。他方で、地域の里親や地域分散
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化を進める児童養護施設等において子どもが健やかに成長する

ためには、市町村、学校、民間団体等の地域の関係機関の理解

と協力のほか、里親の開拓や里親支援につながる広報・啓発等

における都道府県との連携により、地域の中で社会的養護が行

えるような支援体制の整備をする。また、母子生活支援施設に

ついては、母子が一緒に生活しつつ母と子の関係に着目した支

援を受けることができることから、福祉事務所、児童相談所、

婦人相談所等の関係機関と連携し、その積極的な活用、支援機

能の充実、広域利用の推進を図る。  
 

（二）母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進  
母子家庭及び父子家庭の自立支援については、子育て短期支  

援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保育及び放課後児童健全

育成事業の利用に際しての配慮等の各種支援策を推進するほか、

母子及び寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに則し

て都道府県等が策定する母子家庭及び寡婦自立促進計画等の定め

るところにより、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確

保策及び経済的支援策を四本柱として総合的な自立支援を推進す

る。  
 

  （三）障害児施策の充実等  
障害の原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療  

の推進を図るため、妊婦及び乳幼児に対する健康診査並びに学校

における健康診断等を推進することが必要である。  
また、障害児等特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支  

援し、身近な地域で安心して生活できるようにする観点から、自

立支援医療（育成医療）の給付のほか、年齢や障害等に応じた専

門的な医療や療育の提供が必要である。また、保健、医療、福祉、

教育等の各種施策の円滑な連携により、在宅支援の充実、就学支

援を含めた教育支援体制の整備等の一貫した総合的な取組を推進

するとともに、児童発達支援センター等による地域支援・専門的

支援の強化や保育所等訪問支援の活用を通して地域の障害児等特

別な支援が必要な子どもとその家族等に対する支援の充実に努め

ることが必要である。  
さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（  

ＡＤＨＤ）等の発達障害を含む障害のある子どもについては、障

害の状態に応じて、その可能性を最大限に伸ばし、当該子どもが

自立し、社会参加をするために必要な力を培うため、幼稚園教諭、

保育士等の資質や専門性の向上を図るとともに、専門家等の協力

も得ながら一人一人の希望に応じた適切な教育上必要な支援等を
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行うことが必要である。  
そのためには、乳幼児期を含め早期からの教育相談や就学相  

談を行うことにより、本人や保護者に十分な情報を提供するとと

もに、認定こども園、幼稚園、保育所、小学校、特別支援学校等

において、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について

共通理解を深めることにより、保護者の障害受容及びその後の円

滑な支援につなげていくことが重要である。また、本人及び保護

者と市町村、教育委員会、学校等とが、教育上必要な支援等につ

いて合意形成を図ることが求められる。  
特に発達障害については、社会的な理解が十分になされてい  

ないことから、適切な情報の周知も必要であり、さらに家族が適

切な子育てを行えるよう家族への支援を行うなど、発達障害者支

援センターとの連携を密にしながら、支援体制整備を行うことが

必要である。  
特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後  

児童健全育成事業を行う者等は、障害児等特別な支援が必要な子

どもの受入れを推進するとともに、受入れに当たっては、各関係

機関との連携を図ることが必要である。  
 

３ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするた  
めに必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項  
次に掲げる施策を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策を  

その内容に盛り込むこと。  
 

（一）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し（長時間労  
働の抑制に取り組む労使に対する支援等を含む）  
仕事と生活の調和の実現については、「仕事と生活の調和（  

ワーク・ライフ・バランス）憲章」（以下「憲章」という。）及

び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（以下「行動指針」

という。）において、労使を始め国民が積極的に取り組むこと、

国や地方公共団体が支援すること等により、社会全体の運動とし

て広げていく必要があるとされている。  
このため、市町村は、地域の実情に応じ、自らの創意工夫の  

下に、次のような施策を進めることが望ましい。その際、都道府

県、地域の企業、経済団体、労働者団体、都道府県労働局、仕事

と生活の調和の実現のための働き方の見直しや子ども・子育て支

援に取り組む民間団体等と相互に密接に連携し、協力し合いなが

ら、地域の実情に応じた取組を進めることが必要である。  
 

⑴ 仕事と生活の調和の実現に向けた労働者、事業主、地域住 
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民の理解や合意形成の促進及び具体的な実現方法の周知のた 

めの広報、啓発  
 
⑵ 法その他の関係法律に関する労働者、事業主、地域住民へ 

の広報、啓発  
 
⑶ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び子ど 

も・子育て支援に取り組む企業及び民間団体の好事例の情報 

の収集及び提供等  
 
⑷ 仕事と生活の調和に関する企業における研修及びコンサル 

タント、アドバイザーの派遣  
 
⑸ 仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業の認証、 

認定や表彰制度等仕事と生活の調和を実現している企業の社 

会的評価の促進  
 
⑹ 融資制度や優遇金利の設定、公共調達における優遇措置等 

による、仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業に 

おける取組の支援  
 

  （二）仕事と子育ての両立のための基盤整備  
保育及び放課後児童健全育成事業の充実、子育て援助活動支  

援事業の設置促進等の多様な働き方に対応した子育て支援を展開

する。  
 

四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的  
記載事項  
都道府県子ども・子育て支援事業支援計画において定めることと  

された事項は、次に掲げる事項その他別表第五に掲げる事項とする。  
 

１ 区域の設定に関する事項  
都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、市町村  

が定める教育・保育提供区域を勘案して、教育・保育の量の見込み

並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びそ

の実施時期を定める単位となる区域を定めるものとされており、都

道府県は、隣接市町村間等における広域利用等の実態を踏まえて、

区域（以下「都道府県設定区域」という。）を定めること。その際、

都道府県設定区域は、２の（二）の⑵に規定する教育・保育施設の

認可、認定の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえ
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て設定すること。  
この場合において、都道府県設定区域は、教育・保育及び地域  

子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とすることが基本

となる。一方、都道府県設定区域は、２の（二）の⑵に規定する教

育・保育施設の認可、認定の際に行われる需給調整の判断基準とな

ること等から、認定区分ごと、地域子ども・子育て支援事業の事業

ごとに教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の広域利

用の実態が異なる場合には、実態に応じて、これらの区分又は事業

ごとに設定することができる。  
 

２ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとす  
る教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事

項  
（一）  各年度における教育・保育の量の見込み  

各年度における都道府県設定区域ごとの教育・保育の量の見込  
みについては、参酌標準（都道府県子ども・子育て支援事業支援計

画において教育・保育の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき

標準として別表第六に掲げるものをいう。別表第五において同じ。）

を参考として、原則として次に掲げる区分ごとに、それぞれ次に掲

げる必要利用定員総数（⑶については、特定教育・保育施設に係る

必要利用定員総数及び特定地域型保育事業所に係る必要利用定員

総数の合計）を定める。  
また、都道府県設定区域ごとに均衡のとれた教育・保育の提供  

が行われるよう、地域の実情に応じた見込量を定めるとともに、そ

の算定に当たっての考え方を示すことが必要である。  
必要利用定員総数を定める際に、必要に応じて、地域の実情を  

踏まえて社会的流出入等を勘案することができる。この場合には、

地方版子ども・子育て会議においてその算定根拠を調査審議するな

ど、必要利用定員総数の算定根拠の透明化を図ること。  
なお、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に当た  

っては、市町村子ども・子育て支援事業計画における数値を都道府

県設定区域ごとに集計したものを基本として、これを更に都道府県

全域で集計した結果が、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画

における見込みの数値と整合性がとれるよう、一の２の（三）に基

づき都道府県は市町村に、一定期間ごとに報告を求める等の連携を

図るとともに、広域的な観点から市町村子ども・子育て支援事業計

画を調整する必要があると認められる場合には、十分な調整を図る

こと。  
 

⑴ 法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに該 
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当する子ども 特定教育・保育施設（認定こども園及び幼稚園 

に限る。）に係る必要利用定員総数（特定教育・保育施設に該 

当しない幼稚園に係るものを含む。）  
 
⑵ 法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する子ども 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所 

に限る。）に係る必要利用定員総数（認可外保育施設等を利用 

する小学校就学前子どものうち保育を必要とする者を含む。）  
 
⑶ 法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該 

当する子ども 年齢区分ごとの特定教育・保育施設（認定こど 

も園及び保育所に限る。）及び特定地域型保育事業所（事業所 

内保育事業所における労働者枠に係る部分を除く。）に係る必 

要利用定員総数の合計数（認可外保育施設等を利用する小学校 

就学前子どものうち保育を必要とする者を含む。）  
 

（二）  実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び  
その実施時期等  
⑴ 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び 

その実施時期  
都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、都  

道府県設定区域ごと及び次のアからウまでに掲げる区分ごとに、

それぞれ次のアからウまでに掲げる特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業所に係る教育・保育の提供体制の確保の内容

及びその実施時期を定める。  
その際、子ども・子育て支援制度が、保護者の選択に基づ  

き、多様な施設又は事業者から教育・保育を受けられるような

提供体制の確保を目的の一つとしていることに鑑み、保護者の

就労状況及びその変化等のみならず、子どもの教育・保育施設

の利用状況等に配慮しつつ、柔軟に子どもを受け入れるための

体制確保、地域の教育・保育施設の活用等も勘案し、現在の教

育・保育の利用状況及び利用希望を十分に踏まえた上で定める

こと。  
この場合において、都道府県は、「待機児童解消加速化プ  

ラン」において目標年次としている平成二十九年度末までに、

（一）により定めた各年度の量の見込みに対応する特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業を整備することを目指し、各

年度における提供体制の確保の内容及びその実施時期を定める

こと。  
都道府県は、保育の提供を行う意向を有する事業者の把握  
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に努めた上で、当該事業者への情報の提供を適切に行う等、多

様な事業者の参入を促進する工夫を図ることが必要である。  
なお、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に  

当たっては、市町村子ども・子育て支援事業計画における数値

を都道府県設定区域ごとに集計したものを基本として、これを

更に都道府県全域で集計した結果が、都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画における実施しようとする教育・保育の提供

体制の確保の内容及びその実施時期と整合性がとれるよう、一

の２の（三）に基づき、都道府県は市町村に一定期間ごとに報

告を求める等の連携を図るとともに、都道府県設定区域内の関

係市町村の市町村子ども・子育て支援事業計画を調整する必要

があると認められる場合には、円滑な調整を図ることが必要で

ある。  
なお、「待機児童解消加速化プラン」等により、認可外保  

育施設の認可施設への移行を支援しているところであるが、当

分の間、イ及びウについては、市町村又は都道府県が一定の施

設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設等に

よる保育の提供体制の確保について、イ及びウに定める確保の

内容に加えて記載することを可能とする。  
 

ア 法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに  
該当する子ども 特定教育・保育施設及び幼稚園（特定教育・

保育施設に該当するものを除く。）  
 
イ 法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに  
該当する子ども 特定教育・保育施設  

 
ウ 法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに  
該当する子ども 年齢区分ごとに係る特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働

者枠に係る部分を除く。）  
 
⑵ 都道府県の認可及び認定に係る需給調整の考え方  
ア 都道府県の認可、認定に係る需給調整の基本的考え方  
（ア）都道府県知事は、認定こども園法第三条第七項の規  

定により、認定こども園（幼保連携型認定こども園を除

く。以下 (ア）において同じ。）に関する認定の申請があ
った場合において、当該認定こども園が所在する都道府

県設定区域における次のａからｃまでに掲げる利用定員

の総数が、それぞれ次のａからｃまでに定める都道府県
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子ども・子育て支援事業支援計画において定める当該都

道府県設定区域における必要利用定員総数（当該年度に

係るものをいう。）に既に達しているか、又は当該認定

申請に係る認定こども園の設置によってこれを超えるこ

とになると認めるときは、認定こども園の認定をしない

ことができる。  
この際、都道府県知事は、当該認定申請に係る認定  

こども園が、同条第五項の規定に基づく基準に該当し、

かつ、同条第一項又は第三項の条例で定める基準に適合

している場合は認定するものとすることとされているた

め、認定に係る需給調整については、慎重に取り扱われ

るべきものであることに留意が必要である。  
 

ａ 特定教育・保育施設の利用定員の総数（法第十九  
条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに係るも

のに限る。） 特定教育・保育施設に係る必要利用定

員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに係るもの

に限る。）  
 
ｂ 特定教育・保育施設の利用定員の総数（法第十九  
条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに係るも

のに限る。） 特定教育・保育施設に係る必要利用定

員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに係るもの

に限る。）  
 
ｃ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所（  
事業所内保育事業所における労働者枠に係る部分を除

く。）の利用定員の総数（法第十九条第一項第三号に

掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。） 特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る必

要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに

係るものに限る。）  
 

（イ）都道府県知事は、認定こども園法第十七条第六項の  
規定により、幼保連携型認定こども園に関する認可の申

請があった場合において、当該幼保連携型認定こども園

が所在する都道府県設定区域における（ア）のａからｃ

までに掲げる利用定員の総数が、それぞれ（ア）のａか

らｃまでに定める都道府県子ども・子育て支援事業支援

計画において定める当該都道府県設定区域における必要
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利用定員総数（当該年度に係るものをいう。）に既に達

しているか、又は認可申請に係る幼保連携型認定こども

園の設置によってこれを超えることになると認めるとき

は、幼保連携型認定こども園の認可をしないことができ

る。  
この際、都道府県知事は、当該認可申請に係る幼保  

連携型認定こども園が、同条第二項の規定に基づく基準

に該当し、かつ、認定こども園法第十三条第一項の条例

で定める基準に適合している場合は認可するものとする

こととされているため、認可に係る需給調整については、

慎重に取り扱われるべきものであることに留意が必要で

ある。  
 

(ウ）都道府県知事は、児童福祉法第三十五条第八項の規定  
により、保育所に関する認可の申請があった場合におい

て、当該保育所が所在する都道府県設定区域における次

のａ及びｂに掲げる利用定員の総数が、それぞれ次のａ

及びｂに定める都道府県子ども・子育て支援事業支援計

画において定める当該都道府県設定区域における必要利

用定員総数（当該年度に係るものをいう。）に既に達し

ているか、又は当該認可申請に係る保育所の設置によっ

てこれを超えることになると認めるときは、保育所の認

可をしないことができる。  
この際、都道府県知事は、当該認可申請に係る保育  

所が、同条第五項の規定に基づく基準に該当し、かつ、

同法第四十五条第一項の条例で定める基準に適合してい

る場合は認可するものとすることとされているため、認

可に係る需給調整については、慎重に取り扱われるべき

ものであることに留意が必要である。  
 

ａ 特定教育・保育施設の利用定員の総数（法第十九  
条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもに係るも

のに限る。） 特定教育・保育施設に係る必要利用定

員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに係るもの

に限る。）  
 
ｂ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育所（事業  
所内保育事業所における労働者枠に係る部分を除く。）

の利用定員の総数（法第十九条第一項第三号に掲げる

小学校就学前子どもに係るものに限る。） 特定教育・
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保育施設及び特定地域型保育事業所に係る必要利用定

員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに係るもの

に限る。）  
 

イ 子ども・子育て支援事業計画において実施しようとする 

ものとして定められた教育・保育の提供体制の確保の内容 

に含まれない教育・保育施設の認可及び認定の申請に係る 

需給調整  
アにかかわらず、子ども・子育て支援事業計画に基づき  

、教育・保育施設又は地域型保育事業所の整備を行っている

場合において、当該整備を行っている教育・保育施設又は地

域型保育事業所の認可又は認定が行われる前に、教育・保育

施設（⑴により、実施しようとする教育・保育の提供体制の

確保の内容として子ども・子育て支援事業計画に定めたもの

を除く。）の認可又は認定の申請があったときは、都道府県

知事は、次に掲げるときに該当するときは、教育・保育施設

の認可又は認定をしないことができる。この場合において、

法第十九条第一項の規定による認定を受けた保護者の認定区

分ごとの人数が、当該認定区分に係る量の見込みを上回って

おり、機動的な対応が必要であると認められる場合には、都

道府県知事は、地域の実情に応じて、当該認可申請に係る教

育・保育施設の認可を行うことが望ましい。  
 

（ア）認可又は認定の申請に係る教育・保育施設が所在す  
る都道府県設定区域における当該年度の特定教育・保育

施設（当該子ども・子育て支援事業計画に基づき基盤整

備を行っている教育・保育施設を含む。）の利用定員の

総数（法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子

どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画において定める当該都道府県設定区域

における当該年度の特定教育・保育施設に係る必要利用

定員総数（法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学

前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又

は当該認可又は認定の申請に係る教育・保育施設の設置

によってこれを超えることになると認めるとき。  
 
（イ）認可又は認定の申請に係る教育・保育施設が所在す  

る都道府県設定区域における当該年度の特定教育・保育

施設（当該子ども・子育て支援事業計画に基づき基盤整

備を行っている教育・保育施設を含む。）の利用定員の
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総数（法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子

どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画において定める当該都道府県設定区域

における当該年度の特定教育・保育施設に係る必要利用

定員総数（法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学

前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又

は当該認可又は認定の申請に係る教育・保育施設の設置

によってこれを超えることになると認めるとき。  
 
（ウ）認可又は認定の申請に係る教育・保育施設が所在す  

る都道府県設定区域における当該年度の特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所に

おける労働者枠に係る部分を除き、当該子ども・子育て

支援事業計画に基づき基盤整備を行っている教育・保育

施設及び地域型保育事業所を含む。）の利用定員の総数

（法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子ども

に係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援

事業支援計画において定める当該都道府県設定区域にお

ける当該年度の特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業所に係る必要利用定員総数（法第十九条第一項第三

号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に

既に達しているか、又は当該認可又は認定の申請に係る

教育・保育施設及び特定地域型保育事業所の設置によっ

てこれを超えることになると認めるとき。  
 

ウ 幼稚園及び保育所が認定こども園に移行する場合におけ  
る需給調整  
（ア）都道府県知事は、アにかかわらず、幼稚園から幼保  

連携型認定こども園又は幼稚園型認定こども園（以下

（ア）において「幼保連携型認定こども園等」という。）

への移行の認可又は認定の申請があった場合において、

当該幼保連携型認定こども園等が所在する都道府県設定

区域における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業所（事業所内保育事業所における労働者枠に係る部分

を除く。）の利用定員の総数（法第十九条第一項第二号

及び第三号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限

る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に

おいて定める当該都道府県設定区域における特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業所の必要利用定員総数

（当該年度に係る同項第二号及び第三号に掲げる小学校
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就学前子どもに係るものに限る。）に、都道府県計画で

定める数を加えた数に既に達しているか、又は当該認可

若しくは認定の申請に係る幼保連携型認定こども園等の

設置によってこれを超えることになると認めるときを除

き、当該幼保連携型認定こども園等の認可又は認定をす

るものとする。なお、都道府県計画で定める数は、認定

こども園への移行を促進するため、認定こども園・幼稚

園・保育所等の利用状況や認定こども園への移行の希望

に十分配慮し、幼稚園の認定こども園への移行に関する

意向等を踏まえて設定すること。この場合には、地方版

子ども・子育て会議において当該都道府県計画で定める

数を調査審議するなど、その設定の透明化を図ること。  
 
（イ）都道府県知事は、アにかかわらず、保育所から幼保  

連携型認定こども園又は保育所型認定こども園（以下

（イ）において「幼保連携型認定こども園等」という。）

への移行の認可又は認定の申請があった場合において、

当該幼保連携型認定こども園等が所在する都道府県設定

区域における特定教育・保育施設の利用定員の総数（法

第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに係

るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業

支援計画において定める当該都道府県設定区域における

特定教育・保育施設の必要利用定員総数（当該年度に係

る同号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）

に、都道府県計画で定める数を加えた数に既に達してい

るか、又は当該認可若しくは認定の申請に係る幼保連携

型認定こども園等の設置によってこれを超えることにな

ると認めるときを除き、当該幼保連携型認定こども園等

の認可又は認定をするものとする。なお、都道府県計画

で定める数は、認定こども園への移行を促進するため、

認定こども園・幼稚園・保育所等の利用状況や認定こど

も園への移行の希望に十分配慮し、保育所の認定こども

園への移行に関する意向等を踏まえて設定すること。こ

の場合には、地方版子ども・子育て会議において当該都

道府県計画で定める数を調査審議するなど、その設定の

透明化を図ること。  
 

エ 教育・保育施設に該当しない幼稚園が存在する場合に係  
る需給調整  
都道府県知事は、アにかかわらず、教育・保育施設の認  
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可又は認定の申請があったときは、当該認可又は認定の申請

に係る教育・保育施設が所在する都道府県設定区域における

当該年度の特定教育・保育施設の利用定員の総数（法第十九

条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限

る。）及び特定教育・保育施設に該当しない幼稚園の利用定

員の総数の合計が、都道府県定区域における当該年度の特定

教育・保育施設に係る必要利用定員総数（法第十九条第一項

第一号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に

既に達しているか、又は当該認可若しくは認定の申請に係る

教育・保育施設の設置によってこれを超えることになると認

める場合は、教育・保育施設の認可又は認定をしないことが

できる。  
 

３ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当  
該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容に関する事項  
都道府県は、認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持  

ち、保護者の就労状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け

入れられる施設であることを踏まえ、現在の教育・保育の利用状況

及び利用希望に沿って教育・保育施設の利用が可能となるよう、都

道府県設定区域ごとの目標設置数及び設置時期、幼稚園及び保育所

から認定こども園への移行に必要な支援その他地域の事情に応じた

認定こども園の普及に係る基本的考え方を記載すること。中でも幼

保連携型認定こども園については、学校及び児童福祉施設として一

の認可の仕組みとした制度改正の趣旨を踏まえ、その普及に取り組

むことが望ましい。  
また、幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等の都道府  

県が行う必要な支援に関する事項を定めること。  
また、第一の子ども・子育て支援の意義に関する事項を踏まえ  

、教育・保育の役割提供の必要性等に係る基本的考え方及びその推

進方策を定めること。その際、乳幼児期の発達が連続性を有するも

のであることや、幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培

う重要なものであることに十分留意すること。さらに、第二の二の

３に掲げる教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の相互の連

携並びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携につ

いての基本的考え方を踏まえ、都道府県におけるこれらの連携の推

進方策を定めること。  
 

４ 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども  
・子育て支援事業に従事する者の確保及び資質の向上のために講ず

る措置に関する事項  
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質の高い特定教育・保育及び特定地域型保育並びに地域子ども  
・子育て支援事業（以下「特定教育・保育等」という。）の提供に

当たって基本となるのは人材であり、国、都道府県、市町村及び特

定教育・保育等を提供する事業者は、特定教育・保育等に係る人材

の確保及び養成を総合的に推進することが重要である。  
都道府県は、このための中心的な役割を担っており、都道府県  

子ども・子育て支援事業支援計画において、保育教諭、幼稚園教諭、

保育士その他の特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに

地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保又は資質の向上の

ために講ずる措置に関する事項（特定教育・保育及び特定地域型保

育を行う者の見込数を含む。）を定めること。この場合において、

特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の養成及び就業の促進

等に関する事項を盛り込むこと。その際、処遇改善を始めとする労

働環境等にも配慮すること。また、地域子ども・子育て支援事業に

ついても、従事する者の確保及び資質の向上が必要であることから、

都道府県は、必要な支援を行うこと。  
保育教諭については、認定こども園法附則第五条において、施  

行の日から起算して五年間は、幼稚園教諭の普通免許状又は保育士

資格のいずれかを有する場合は保育教諭となることができることと

し、国は、この間において、片方の免許又は資格のみを有している

者の併有を促進するための特例措置を講じる。都道府県は、この特

例措置について、対象者への周知等を行うことが望ましい。  
また、待機児童の解消のためには、保育士の人材確保が重要で  

あることから、国は、指定保育士養成施設、大学等との連携及び協

働による研修等の充実や指定保育士養成施設の新規卒業者の確保、

就業継続の支援、保育士資格を有しているものの保育士として保育

現場において保育等に従事していないいわゆる「潜在保育士」の再

就職等の支援等に係る必要な支援策等を講じるとともに、都道府県

は、これらの施策等も活用して、積極的に保育士の人材確保及び質

の向上を図ること。特に、保育士の質の向上を図るため、必要な研

修等の実施体制の整備を含め、保育士を対象とした研修を積極的に

実施すること。  
また幼稚園教諭については、国は教育委員会、大学等との連携  

及び協働による研修等の充実や幼稚園教諭一種免許取得者数の増加

に係る必要な支援策等を講じるとともに、都道府県は、これらの施

策等も活用して、積極的に幼稚園教諭の人材確保及び質の向上を図

ること。また、公立、私立を問わず幼稚園教諭等を対象とした研修

を積極的に実施すること。  
都道府県は、地域の実情に応じて研修の実施方法及び実施回数  

等を定めた研修計画を作成するとともに、研修受講者の記録の管理
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等を行うことなどにより、研修を計画的に実施することが必要であ

る。  
 

５ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施  
策の実施に関する事項並びにその円滑な実施を図るために必要な市

町村との連携に関する事項  
次に掲げる施策を踏まえつつ、各都道府県の実情に応じた施策  

及びその実施のために必要な市町村との連携に関する事項を盛り込

むこと。その際、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、子育

て短期支援事業等の市町村が行う事業は、都道府県が行う専門的な

知識等を要する施策と密接に関連しており、都道府県と市町村は、

互いの役割分担や事業の実施状況等を踏まえ、計画策定段階から十

分に調整、連携の上、取組を進める必要があることに留意が必要で

ある。  
 

  （一）児童虐待防止対策の充実  
児童虐待から子どもを守るためには、発生予防から早期発見  

、早期対応、子どもの保護及び支援、保護者への指導及び支援等

の各段階での切れ目のない総合的な対策を講ずる必要がある。ま

た、福祉、保健、医療、教育、警察等の関係機関が連携し、情報

を共有して地域全体で子どもを守る体制の充実が必要である。  
 

    ⑴ 児童相談所の体制の強化  
児童虐待防止対策の中心となる児童相談所の人員体制の強  

化及び専門性の向上が重要である。具体的には、ケースの組織

的な管理及び対応、適切なアセスメント等を可能とするための

職員の適切な配置並びに法的、医学的な専門性を要する対応や

保護者への指導及び支援を行うための専門性の確保等を図る。

また、一時保護所については、一時保護委託も含めて、社会的

養護体制の整備の動向を勘案し、個別対応できる居室の確保等

の環境整備等機能及び体制の充実が必要である。  
 

⑵ 市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進  
児童相談所と市町村その他の関係機関との適切な役割分担  

及び連携を図るため、児童相談所は、市町村を始め、保健セン

ター、保健所、保育所及び児童家庭支援センターその他の児童

福祉施設、学校、教育委員会、警察、医療機関並びに婦人相談

所その他の関係機関との連携を強化する。また、都道府県は、

対応が困難なケースには児童相談所が主体的に関与することを

前提として、ケースに関する市町村との積極的な情報共有、支
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援方針の協議などの協働に努めるとともに、協議会における児

童相談所の積極的な助言及び協議会関係者向けの研修の実施等

により、協議会の機能強化や効果的運営を支援する。  
 

⑶ 妊婦や子育て家庭の相談体制の整備  
都道府県は、妊娠等に関して悩みを抱える妊婦等に対する  

相談体制の整備、里親及び養子縁組の制度等の周知等の支援を

行う。また、医療機関（産科、小児科、歯科、精神科等）等と

市町村との連携及び情報共有により、養育支援を必要とする子

どもや妊婦の家庭を把握し、市町村等による必要な支援につな

げるため、必要な環境整備や市町村等の取組への支援を行う。  
 

⑷ 児童虐待による死亡事例等の重大事例の検証  
都道府県は、児童虐待による死亡事例等の重大事例につい  

て地域特性を踏まえた検証を行い、その結果に基づき再発防止

のための措置を講じるほか、市町村が行う検証を支援する。  
 

（二）社会的養護体制の充実  
社会的養護の体制整備については、虐待を受けた子ども、障  

害児等特別な支援が必要な子ども、ＤＶ被害の母子等の増加に対

応して、質・量ともに充実を図る必要がある。このため、社会的

養護は、できる限り家庭的な養育環境で行われることを目指し、

原則として家庭養護（里親及び小規模住居型児童養育事業（ファ

ミリーホーム）（以下「里親等」という。）における養護をいう。）

を優先するとともに、施設養護（児童養護施設、乳児院等におけ

る養護をいう。）もできる限り家庭的な養育環境の形態としてい

く必要がある。具体的には、今後十五年で、社会的養護の形態（児

童養護施設、乳児院及び里親等に限る。）について、全ての本体

施設を小規模グループケア化するとともに、本体施設、グループ

ホーム（地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケア

をいう。以下（二）において同じ。）及び里親等をおおむね三分

の一ずつの割合にしていくことを目標として必要事業量を設定す

るとともに、次の基本的な方向性に沿って社会的養護体制の整備

を計画的に推進し、質の高いケアを目指す。  
 

    ⑴ 家庭的養護の推進  
     ア 里親委託等の推進  

社会的養護では里親委託を優先して検討することが原則  
であり、里親等委託率を設定し、里親の開拓、里親支援の充

実等により里親委託を推進する。里親支援については、児童
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相談所が中心となり、市町村や里親支援機関、施設の里親支

援専門相談員、児童家庭支援センター等と連携し、里親の研

修、相談支援、相互交流等を行う。また、里親の開拓及び里

親支援の充実のため、地域や関係機関の理解と協力を得られ

るよう市町村等と連携して取り組むほか、小規模住居型児童

養育事業（ファミリーホーム）も促進する。  
 

イ 施設の小規模化及び地域分散化の推進  
（二）の柱書きの目標を達成するため、都道府県は、都  

道府県推進計画（平成二十七年度から十五年間程度を対象と

した児童養護施設及び乳児院の小規模化及び地域分散化並び

に家庭養護の推進のために取り組むべき具体的な方策を定め

た計画をいう。）を、家庭的養護推進計画（管内の各施設が

小規模化等を進めるために取り組むべき具体的な方策を定め

た計画をいう。）と整合的なものとなるよう調整して作成す

ることとされており、これに沿い、本体施設、グループホー

ム、里親等の必要事業量等を設定して地域の実情に即した取

組を推進すること。また、地域分散化を進めるに際しては市

町村等と連携し、地域の理解と協力が得られるよう努める。  
 

⑵ 専門的ケアの充実及び人材の確保・育成  
虐待を受けた子ども等の安定した人格形成や精神的回復等  

のため、専門的な知識や技術を有する者によるケアや養育が必

要である。特に、心理的困難や苦しみを抱え、日常生活に生き

づらさを感じている子どもには情緒障害児短期治療施設におけ

る心理治療等の支援が、不良行為をした子どもや生活指導を要

する子どもには児童自立支援施設における社会的自立に向けた

支援が、ＤＶ被害を受けた母子や地域での自立した生活が困難

な母子には母子生活支援施設における専門的支援が必要である。

このため、各施設への家庭支援専門相談員、里親支援専門相談

員、心理療法担当職員等の専門的な職員の配置の推進等専門的

ケアの体制の整備や、基幹的職員研修等への参加等施設職員の

支援技術向上のための取組を行う。また、社会的養護の担い手

となる職員の確保及びその専門性の向上のため、その必要量を

踏まえて養成、研修体制を整備する必要がある。さらに、社会

的養護体制についても、情緒障害児短期治療施設及び児童自立

支援施設に係る都道府県単位での設置、児童養護施設及び乳児

院等に係る一定規模の地域単位での設置、里親等に係る市町村

単位での複数確保等、重層的で体系的な整備を推進する。  
なお、情緒障害児短期治療施設については、各都道府県で  



52 

一か所以上の設置が適切である。  
 

⑶ 自立支援の充実  
社会的養護により育った子どもが一般家庭の子どもと同様  

に社会において自立していけるよう、施設の退所等までに、生

活技術の知識や経験等自立生活に必要な力を始め、一人の人間

として生きていく基本的な力が得られる養育を行う必要があり、

そのための体制整備を行う。他方、自立生活能力がないまま施

設退所等をすることとならないよう、十八歳以降の措置延長を

積極的に活用する。また、施設退所者等の自立を支援する自立

援助ホームについて、施設退所者数や地域の実情等を勘案して

必要量を見込み、設置を推進する。さらに、社会的養護により

育った子ども等が地域生活を送るために必要な支援の体制を整

備する。  
 

⑷ 家族支援及び地域支援の充実  
虐待の防止、親子関係再構築、家庭復帰に向けた家庭環境  

の調整、家庭復帰後の虐待の再発防止等のための家族支援の充

実や、施設による地域の里親等への支援、子育て短期支援事業

等の地域の子育て家庭への支援等の地域支援の充実が重要であ

る。このため、家庭支援専門相談員や里親支援専門相談員の配

置等施設のソーシャルワーク機能を強化するとともに、児童家

庭支援センターを積極的に活用する。さらに、母子が一緒に生

活しつつ母と子の関係に着目した支援が可能である母子生活支

援施設については、必要な体制整備を図るとともに、福祉事務

所、児童相談所、婦人相談所等の関係機関と連携し、その積極

的な活用、支援機能の充実、広域利用の推進を図る。  
 

⑸ 子どもの権利擁護の推進  
子どもの権利擁護の強化を図るため、児童福祉法第三十三  

条の十に規定する被措置児童等虐待に対する措置及びケアの質

の向上のための取組等を進め、被措置児童等虐待の禁止につい

て施設職員等への徹底、入所児童等や関係機関への周知等その

予防に取り組む。また、被措置児童等虐待に関する通告や届出

の受付、通告等があった場合の対応、被措置児童等虐待が起こ

った場合の措置等に関し、ガイドラインを定め、都道府県にお

いて予め対応について意識を共有するとともに、適切に対応で

きる体制を整備するほか、必要に応じてガイドラインや体制を

見直す。さらに、ケアの質の向上を進めるため、施設ごとの施

設運営指針や里親等養育指針に沿った取組を推進するとともに、
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義務化された第三者評価の受審を求める。  
 

（三）母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進  
母子家庭及び父子家庭の自立支援については、母子及び寡婦  

福祉法、同法に基づく国の基本方針、これに則して都道府県等が

策定する母子家庭及び寡婦自立促進計画の定めるところにより、

子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済的支

援策を四本柱として、総合的な自立支援を推進する。  
 

（四）障害児施策の充実等  
障害児等特別な支援が必要な子どもに対して、市町村におけ  

る保健、医療、福祉、教育等の各種施策が体系的かつ円滑に実施

されるよう、都道府県は専門的かつ広域的な観点からの支援を行

うとともに、障害に応じた専門医療機関の確保等を通じ、適切な

医療を提供するほか、教育支援体制の整備を図る等の総合的な取

組を進めることが必要である。  
また、障害児入所施設については、小規模グループケアの推  

進、身近な地域での支援の提供、本体施設の専門機能強化を進め

ることが望ましい。  
発達障害については、社会的な理解が十分なされていないこ  

とから適切な情報の周知も必要である。発達障害者支援センター

については、関係機関及び保護者に対する専門的情報の提供及び

支援手法の普及が必要になっていることから、職員の専門性を十

分確保するとともに、専門的情報及び支援手法の提供を推進する

ことが必要である。また、特別支援学校については、特別支援教

育教諭免許状保有率の向上を図る等専門性の向上に努めるととも

に、在籍する子どもへの教育や指導に加えて、幼稚園、小中学校

等の教員の資質向上策への支援及び協力、地域の保護者等への相

談支援並びに幼稚園、小中学校等における障害のある子どもへの

教育的支援を行うことが必要である。  
 

五 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する任意記  
載事項  
都道府県子ども・子育て支援事業支援計画において地域の実情に  

応じて定めることとされた事項は、次に掲げる事項その他別表第七に

掲げる事項とする。  
 

１ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整に関する事項  
（一）子ども・子育て支援事業計画作成時の調整  

市町村は、一の２の（三）により、市町村子ども・子育て支援  
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事業計画の作成に当たって、市町村の区域を超えた教育・保育等の

利用が行われている場合等必要な場合には、教育・保育の量の見込

み並びに教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期等に

ついて、関係市町村と調整を行う。  
都道府県は、当該市町村間の調整が整わない場合等必要な場合  

において、地域の実情に応じ、市町村の区域を超えた広域的な見地

からの調整を行う。この調整は、一の２の（三）に規定する市町村

子ども・子育て支援事業計画の作成に当たって行われる都道府県へ

の報告等を通じて行われることから、都道府県子ども・子育て支援

事業支援計画においては、当該報告その他の協議及び調整の手続等

について定めること。  
また、地域子ども・子育て支援事業については、四の５により  

、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成段階から、都道府県が

行う専門的な知識等を要する施策との関連性に配慮した十分な調整

及び連携が必要であること等から、都道府県子ども・子育て支援事

業支援計画において、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成時

における都道府県への協議及び調整について、必要な事項を定める

こと。  
 

（二）特定教育・保育施設の利用定員設定時の調整  
市町村長は、市町村の区域を超えた広域的な利用が行われる特  

定教育・保育施設の利用定員を定めようとするとき及び変更しよう

とするときは、法第三十一条第三項及び第三十二条第三項の規定に

より、あらかじめ、都道府県知事に協議を行うこととされているこ

とから、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画において、当該

協議の手続等について定めること。  
都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に定め  

る当該利用定員に係る特定教育・保育施設が所在する都道府県設定

区域における教育・保育の提供体制の確保の内容を踏まえ、市町村

との協議を行うこと。  
 

２ 教育・保育情報の公表に関する事項  
教育・保育を利用し、又は利用しようとする子どもの保護者等  

が適切かつ円滑に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を利

用する機会を確保するため、法第三章第四節の規定による教育・保

育情報の公表に係る体制の整備を始めとする教育・保育情報の公表

に関する事項を定めること。  
 

３ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするた  
めに必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項  
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    次に掲げる施策を踏まえつつ、各都道府県の実情に応じた施策 

をその内容に盛り込むこと。  
 

（一）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し（長時間労  
働の抑制に取り組む労使に対する支援等を含む）  
仕事と生活の調和の実現については、憲章及び行動指針にお  

いて、労使を始め国民が積極的に取り組むこと、国や地方公共団

体が支援すること等により、社会全体の運動として広げていくこ

とが必要とされている。  
このため、地域の実情に応じ、自らの創意工夫の下に、次の  

ような施策を進めることが望ましい。その際、市町村、地域の企

業、経済団体、労働者団体、都道府県労働局、仕事と生活の調和

の実現のための働き方の見直しや子ども・子育て支援に取り組む

民間団体等と相互に密接に連携、協力し合いながら、地域の実情

に応じた取組を進めることが必要である。具体的には、都道府県

労働局に設置されている「仕事と生活の調和推進会議」に積極的

に参画すること等により密接な連携を図ることが考えられる。  
 

⑴ 仕事と生活の調和の実現に向けた労働者、事業主、地域住 

民の理解や合意形成の促進及び具体的な実現方法の周知のた 

めの広報・啓発  
 
⑵ 法その他の関係法律に関する労働者、事業主、地域住民へ 

の広報・啓発  
 
⑶ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び子ど 

も・子育て支援に取り組む企業及び民間団体の好事例の情報 

の収集提供等  
 
⑷ 仕事と生活の調和に関する企業における研修及びコンサル 

タント・アドバイザーの派遣  
 
⑸ 仕事と生活の調和や子ども・子育て支援策に積極的に取り 

組む企業の認証、認定や表彰制度等仕事と生活の調和を実現 

している企業の社会的評価の促進  
 
⑹ 融資制度や優遇金利の設定、公共調達における優遇措置等、  
仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業における取組

の支援  
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（二）仕事と子育ての両立のための基盤整備  
市町村と連携を図りつつ、広域的な観点から認定こども園や  

保育所の充実等多様な働き方に対応した子育て支援を展開する。  
 

六 その他  
１ 子ども・子育て支援事業計画の作成の時期  

市町村子ども・子育て支援事業計画については、法の施行の日  
までに作成することが必要であるが、教育・保育施設及び地域型保

育事業の認可及び認定並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の確認等の事務が法の施行の日の半年程度前に開始される予

定であることに鑑み、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期について、

法の施行の日の半年程度前までにおおむねの案を取りまとめる必要

がある。  
また、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画についても、  

教育・保育施設及び地域型保育事業の認可等の事務が法の施行の日

の半年程度前に開始される予定であることに鑑み、教育・保育の量

の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内

容及びその実施時期について、法の施行の日の半年程度前までにお

おむねの案を取りまとめる必要がある。  
 

２ 子ども・子育て支援事業計画の期間   
子ども・子育て支援事業計画は、法の施行の日から五年を一期  

として作成することとする。  
 

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価    
市町村及び都道府県は、各年度において、子ども・子育て支援  

事業計画に基づく施策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事

業の認可等の状況を含む。）や、これに係る費用の使途実績等につ

いて点検、評価し、この結果を公表するとともに、これに基づいて

対策を実施すること。この場合において、公立の教育・保育施設に

係る施策の実施状況等についても、その対象とする必要があること

に留意が必要である。この際、この一連の過程を開かれたものとす

るため、地方版子ども・子育て会議を活用することが望まれる。  
評価においては、個別事業の進捗状況（アウトプット）に加え  

、計画全体の成果（アウトカム）についても点検・評価することが

重要である。子ども・子育て支援の推進においては、利用者の視点

に立った柔軟かつ総合的な取組が必要であり、このような取組を評

価するため、利用者の視点に立った指標を設定し、点検及び評価を
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行い、施策の改善につなげていくことが望まれる。  
法の施行後、法第十九条第一項の規定による認定を受けた保護  

者の認定区分ごとの人数が、二の２の（一）又は四の２の（一）に

より定めた当該認定区分に係る量の見込みと大きく乖離している場

合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。

このため、市町村は、法第十九条第一項の規定による認定の状況を

踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、市町村

子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。都道府県におい

ても、市町村子ども・子育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、

必要な場合には、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の見直

しを行うこと。なお、この場合において見直し後の子ども・子育て

支援事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。  
 

４ 子ども・子育て支援事業計画の公表                          
市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成したとき  

は、遅滞なく、これを都道府県知事に提出するほか、これを公表す

ること。  
また都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を  

作成したときは、遅滞なく、これを内閣総理大臣に提出するほか、

これを公表すること。  
 

５ 東日本大震災による被害が甚大であった地方公共団体における  
子ども・子育て支援事業計画の作成等の取扱いについて   
東日本大震災により甚大な被害を受けた市町村であって、将来  

の見通しを立てることが極めて困難なものにおいては、市町村子ど

も・子育て支援事業計画の作成に当たって、その実情に応じ、弾力

的な取扱いを行っても差し支えないこととする。  
  
第四 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要と

する児童の福祉増進のための施策との連携に関する事項  
市町村は、社会的養護施策等の対象となる要保護児童、障害児等特  

別な支援が必要な子ども等を含めた地域の子ども・子育て家庭全体を対

象として、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の基盤整備を行

う。一方で、都道府県は、児童福祉法に基づき児童相談所の設置及び児

童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター等の設置認可を行

うとともに、母子及び寡婦福祉法に基づき母子家庭及び寡婦自立支援計

画に基づく施策を行うなど、要保護児童、障害児等特別な支援が必要な

子ども等に係る専門性が高い施策を担う。このため、都道府県における

必要な基盤整備を確保するとともに、市町村が第三の三の２により市町

村子ども・子育て支援事業計画に定めた事項及び都道府県が第三の四の
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５により都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に定めた事項を踏ま

え、市町村と都道府県が行うこれらの施策の連携を確保し、支援を必要

とする家庭に必要な支援が届くようにする必要がある。  
市町村は、協議会の活用等により、特に養育支援を必要とする家庭  

を把握し、関係機関で情報共有、支援内容の協議等を行い、児童福祉法

第二十四条第五項の規定に基づく保育所又は幼保連携型認定こども園へ

の措置による入所及び・利用等の教育・保育の確実な利用の支援、養育

支援訪問事業等の地域子ども・子育て支援事業等の活用等によりこれら

の家庭への支援を行うほか、都道府県の専門的な支援を必要とする場合

には、都道府県と連携して対応する。  
また、都道府県は、要保護児童等について、市町村による保育の措  

置及び地域子ども・子育て支援事業等による必要な支援を確保するほか、

協議会の活用等により、これらの家庭に関する情報を市町村等の関係機

関と共有し、支援方針を検討し、継続した支援を行う。  
また、里親等委託を始めとする社会的養護により養育されている子  

どもや、社会的養護による養育から家庭復帰した子どもについても、市

町村等の関係機関と連携し、地域の理解及び協力を得るとともに、地域

の子ども・子育て支援等を活用することにより支援する。  
 

第五 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために

必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項  
国民の希望する結婚、出産及び子育てを可能としつつ、働く意欲を  

持つ全ての若者の労働市場参加を実現し、男女が子育ての喜びを実感し

ながら仕事を続けられる社会をつくるためには、子ども・子育て支援施

策の充実のみならず「働き方の改革」による仕事と生活の調和の双方を

早期に実現することが必要である。  
このため、国は、憲章及び行動指針を踏まえ、企業や労働者、国民  

の取組を積極的に支援するとともに、多様な働き方に対応した子ども・

子育て支援のための社会的基盤づくりを積極的に行うため、以下の施策

を推進する。  
 

一 子育て期間中を含めた働き方の見直し  
中小企業を含め、全ての企業において、育児休業及び短時間勤務  

等の柔軟な働き方に係る制度を利用しやすい環境整備を促進する等、

子育て期間中を含めた男女双方の働き方の見直し  
 

二 父親も子育てができる働き方の実現  
父母ともに育児休業を取得する場合に休業期間を延長できる「パ  

パ・ママ育休プラス」等を活用した男性の育児休業の取得促進、積極

的に育児を担う男性を応援する「イクメンプロジェクト」等による、
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職場や社会全体の意識の変革並びに男性の子育てへの関わりの支援及

び促進  
 

三 事業主の取組の社会的評価の推進  
仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び子ども・子  

育て支援に積極的に取り組む企業の表彰制度並びに企業の取組を紹介

するインターネットへの掲載等仕事と生活の調和を実現している企業

の社会的評価の促進  
 

四 国民への周知、理解の促進等  
仕事と生活の調和の重要性に関する様々な機会を活用した国民の  

理解の促進、仕事と子育てを両立しやすい社会の実現に向けた社会的

気運の醸成、インターネットによる周知・広報、両親学級等を通じた

子育てに関する理解の促進等  
 

第六 その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必

要な事項  
一 地方版子ども・子育て会議の設置に関する事項         

市町村及び都道府県は、子ども・子育て支援事業計画等への子育  
て当事者等の意見の反映を始め、子ども・子育て支援施策を地域の子

ども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施することを担保するととも

に、子ども・子育て支援事業計画を定期的に点検、評価し、必要に応

じて改善を促すため、地方版子ども・子育て会議を置くことに努める

こと。  
なお、地方版子ども・子育て会議の運営については、子どもの保  

護者、幼児期の学校教育、保育及び子育て支援の関係者等の参画を得

るなど、会議が、地域の子ども及び子育て家庭の実情を十分に踏まえ

てその事務を処理することができるものとなるよう、留意すること。  
 

二 地方版子ども・子育て会議における子ども・子育て支援策の点検・

評価に関する事項  
地方版子ども・子育て会議においては、毎年度、子ども・子育て  

支援事業計画に基づく施策その他の地域における子ども・子育て支援

施策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を

含む。）や費用の使途実績等について点検、評価し、必要に応じて改

善を促すこと。この場合において、公立の教育・保育施設に係る施策

の実施状況等についても、その対象とする必要があることに留意が必

要である。  
市町村及び都道府県は、この結果を公表するとともに、これに基  

づいて必要な措置を講じること。  
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別表第一  市町村子ども・子育て支援事業計画必須記載事項  
  事 項   内 容   

 一 教育・保育提  
 供区域の設定  

 教育・保育提供区域の設定の趣旨及び内容、各  
 教育・保育提供区域の状況等を定めること。  

 二 各年度におけ  
 る教育・保育の  
 量の見込み並び  
 に実施しようと  
 する教育・保育  
 の提供体制の確  
 保の内容及びそ  
 の実施時期  

 一 各年度における教育・保育の量の見込み  
  別表第二の参酌標準を参考として、各年度  
 における市町村全域及び各教育・保育提供区  
 域について、認定区分ごと（法第十九条第一  
 項第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当  
 する子どもにあっては、年齢区分ごと。次  
 号、次表第二号及び別表第五第二号において  
 同じ。）の教育・保育の量の見込み（満三歳  
 未満の子どもについては保育利用率を含む。  
 ）を定め、その算定に当たっての考え方を示  
 すこと。  
 二 実施しようとする教育・保育の提供体制の  
 確保の内容及びその実施時期  
   認定区分ごと及び特定教育・保育施設（特  
 定教育・保育施設に該当しない幼稚園を含む  
 ）又は特定地域型保育事業の区分ごとの提供  
 体制の確保の内容及びその実施時期を定める  
 こと。  

 三 各年度におけ  
 る地域子ども・  

 一 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み  
  別表第三の参酌標準を参考として、各年度  

  子育て支援事業  
 の量の見込み並  
 びに実施しよう  
 とする地域子ど  
 も・子育て支援  
 事業の提供体制  
 の確保の内容及  
 びその実施時期  

 における市町村全域及び各教育・保育提供区  
 域について、地域子ども・子育て支援事業の  
 種類ごとの量の見込みを定め、その算定に当  
 たっての考え方を示すこと。  
 二 実施しようとする地域子ども・子育て支援  
 事業の提供体制の確保の内容及びその実施時  
 期  
   地域子ども・子育て支援事業の種類ごとの  
 提供体制の確保の内容及びその実施時期を定  
 めること。  
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 四 子ども・子育  
 て支援給付に係  
 る教育・保育の  
 一体的提供及び  
 当該教育・保育  
 の推進に関する  
 体制の確保の内  
 容  

 認定こども園の普及に係る基本的考え方等を定  
 めるほか、教育・保育及び地域子ども・子育て  
 支援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的  
 考え方及びその推進方策、地域における教育・  
 保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並  
 びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校  
 等との連携の推進方策を定めること。  
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別表第二  教育・保育の参酌標準  
 事 項   内 容  

 一 法第十九条第  
 一項第一号に掲  
 げる小学校就学  
 前子どもに該当  
 する子ども  

 満三歳以上の小学校就学前子どもの数から法第  
 十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子ど  
 もに該当する子どもの数を除いた数を基本とし  
 て、保護者の利用希望等を勘案して、計画期間  
 内における必要利用定員総数を設定すること。  

 二 法第十九条第  
 一項第二号及び  
 第三号に掲げる  
 小学校就学前子  
 どもに該当する  
 子ども  

 認定区分ごとに、現在の保育の利用状況 (認可  
 外保育施設の利用及び幼稚園の預かり保育の定  
 期的な利用を含む。 )を基本として、保護者の  
 利用希望等を勘案して、計画期間内における必  
 要利用定員総数を設定すること。  
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別表第三  地域子ども・子育て支援事業の参酌標準  
  事 項   内 容   

 一 利用者支援に  
 関する事業  

 利用希望把握調査等により把握した、子ども・  
 子育て支援に係る情報提供、相談支援等の利用  
 希望に基づき、子ども又は子どもの保護者の身  
 近な場所で必要な支援を受けられるよう、地域  
 の実情、関係機関との連携の体制の確保等に配  
 慮しつつ、計画期間内における適切と考えられ  
 る目標事業量を設定すること。  

 二 時間外保育事  
 業  

 利用希望把握調査等により把握した、小学校就  
 学前子どもの保育に係る希望利用時間帯を勘案  
 して、計画期間内における適切と考えられる目  
 標事業量を設定すること。  

 三 放課後児童健  
 全育成事業  

 小学校就学前子どもに係る保育との連続性を重  
 視し、利用希望把握調査等により把握した放課  
 後児童健全育成事業に係る利用希望を勘案し  
 て、計画期間内における適切と考えられる目標  
 事業量を設定すること。  
 なお、学年が上がるほど利用の減少傾向がある  
 ことやおおむね十歳前後までに遊びや生活面で  
 自己管理が可能となる等自立が進むことに留意  
 すること。  

 四 子育て短期支  
 援事業  

 利用希望把握調査等により把握した、保護者の  
 疾病や仕事等のやむを得ない理由により家庭に  
 おいて子どもを養育することが一時的に困難と  
 なった期間の実績に基づき、子育て援助活動支  
 援事業等の他の事業による対応の可能性も勘案  
 しながら、計画期間内における適切と考えられ  
 る目標事業量を設定すること。  

 五 乳児家庭全戸  
 訪問事業  

 出生数等を勘案して、計画期間内における適切  
 と考えられる目標事業量を設定すること。  

 六 養育支援訪問  
 事業及び要保護  
 児童対策地域協  
 議会その他の者  
 による要保護児  
 童等に対する支  
 援に資する事業 
 

 児童福祉法第六条の三第五項に規定する要支援  
 児童及び特定妊婦並びに同条第八項に規定する  
 要保護児童の数等を勘案して、計画期間内にお  
 ける適切と考えられる目標事業量を設定するこ  
 と。  
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 七 地域子育て支   利用希望把握調査等により把握した、地域子育  

  援拠点事業   て支援拠点事業の希望利用日数等に基づき、居  
 宅より容易に移動することが可能な範囲で利用  
 できるよう配慮しながら、計画期間内における  
 適切と考えられる目標事業量を設定すること。  

 

 八 一時預かり事  
 業  

 利用希望把握調査等により把握した、小学校就  
 学前子どもを一時的に第三者に預けた日数（幼  
 稚園の預かり保育を利用した日数（幼稚園の預  
 かり保育を定期的に利用した場合を除く。）を  
 含む。）の実績に、今後の利用希望を加えたも  
 のを勘案して、子育て援助活動支援事業等の他  
 の事業による対応の可能性も勘案しながら、計  
 画期間内における適切と考えられる目標事業量  
 を設定すること。  

 九 病児保育事業   以下のいずれかの方法で設定すること。  
 一 法第十九条第一項第二号又は第三号に掲  
 げる小学校就学前子どもに該当する子ども  
 の数を病児保育事業の利用可能性がある者  
 と捉えた上で、利用希望把握調査等により  
 把握した事業の利用実績及び利用希望を勘  
 案して、計画期間内における適切と考えら  
 れる目標事業量を設定すること。  
 二 利用希望把握調査等により把握した事業  
 の利用実績及び利用希望を勘案して、市町  
 村が適切と考える区域ごとに整備されるよ  
 う、計画期間内における適切と考えられる  
 目標事業量を設定すること。  

 十 子育て援助活  
 動支援事業  

 利用希望把握調査等により把握した、子どもを  
 一時的に第三者に預けた日数（幼稚園の預かり  
 保育を定期的に利用した場合を除く。）の実績  
 に基づき、一時預かり事業等の他の事業による  
 対応の可能性も勘案しながら、計画期間内にお  
 ける適切と考えられる目標事業量を設定するこ  
 と。  
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 十一 妊婦に対し  
 て健康診査を実  
 施する事業  

 母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第  
 十三条第二項の規定による厚生労働大臣が定め  
 る望ましい基準及び各年度の同法第十五条に規  
 定する妊娠の届出件数を勘案して、計画期間内  
 における適切と考えられる目標事業量を設定す  
 ること。  

別表第四  市町村子ども・子育て支援事業計画任意記載事項  
  事 項   内 容   

 一 市町村子ども  
 ・子育て支援事  
 業計画の理念等  

 市町村子ども・子育て支援事業計画に係る法令  
 の根拠、基本理念、目的等を記載すること。  

 二 産後の休業及  
 び育児休業後に  
 おける特定教育  
 ・保育施設等の  
 円滑な利用の確  
 保に関する事項  

 育児休業満了時（原則一歳到達時）からの特定  
 教育・保育施設又は特定地域型保育事業の利用  
 を希望する保護者が、育児休業満了時から利用  
 できるような環境を整えることが重要であるこ  
 とに留意しつつ、産前・産後休業、育児休業期  
 間中の保護者に対する情報提供や相談支援等、  
 特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の  
 計画的な整備等、各市町村の実情に応じた施策  
 を定めること。  

 三 子どもに関す  
 る専門的な知識  
 及び技術を要す  
 る支援に関する  
 都道府県が行う  
 施策との連携に  
 関する事項  

 児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家  
 庭の自立支援の推進、障害児施策の充実等につ  
 いて、都道府県が行う施策との連携に関する事  
 項及び各市町村の実情に応じた施策を定めるこ  
 と。  

 四 労働者の職業  
 生活と家庭生活  
 との両立が図ら  
 れるようにする  
 ために必要な雇  
 用環境の整備に  
 関する施策との  
 連携に関する事  
 項  

 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直  
 し及び仕事と子育ての両立のための基盤整備に  
 ついて、各市町村の実情に応じた施策を定める  
 こと。  

 五 市町村子ども  
 ・子育て支援事  
 業計画の作成の  
 時期  

 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成の時  
 期を定めること。  
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 六 市町村子ども  
 ・子育て支援事  
 業計画の期間  

 市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（五  
 年間）を定めること。  

 七 市町村子ども  
 ・子育て支援事  
 業計画の達成状  

 各年度における市町村子ども・子育て支援事業  
 計画の達成状況を点検及び評価する方法等を定  
 めること。  

  況の点検及び評  
 価  
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別表第五  都道府県子ども・子育て支援事業支援計画必須記載事項  
  事 項   内 容   

 一 都道府県設定  
 区域の設定  

 都道府県設定区域の趣旨及び内容、各都道府県  
 設定区域の状況等を定めること。  

 二 各年度におけ  
 る教育・保育の  
 量の見込み並び  
 に実施しようと  
 する教育・保育  
 の提供体制の確  
 保の内容及びそ  
 の実施時期  

 一 各年度における教育・保育の量の見込み  
   別表第六の参酌標準を参考として、各年度  
 における都道府県全域及び都道府県設定区域  
 について、認定区分ごとの教育・保育の量の  
 見込みを定め、その算定に当たっての考え方  
 を示すこと。  
 二 実施しようとする教育・保育の提供体制の  
 確保の内容及びその実施時期  
   認定区分ごと及び特定教育・保育施設（特  
 定教育・保育施設に該当しない幼稚園を含  
 む。）又は特定地域型保育事業の区分ごとの  
 提供体制の確保の内容及びその実施時期を定  
 めること。  

 三 子ども・子育  
 て支援給付に係  
 る教育・保育の  
 一体的提供及び  
 当該教育・保育  
 の推進に関する  
 体制の確保の内  
 容に関する事項  

 都道府県設定区域ごとの認定こども園の目標設  
 置数及び設置時期、幼稚園及び保育所から認定  
 こども園への移行に必要な支援その他認定こど  
 も園の普及に係る基本的考え方等を定めるほ  
 か、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事  
 業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方  
 及びその推進方策、地域における教育・保育施  
 設及び地域型保育事業を行う者の連携並びに認  
 定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との  
 連携の推進方策を定めること。  

 四 特定教育・保  
 育及び特定地域  
 型保育を行う者  
 並びに地域子ど  
 も・子育て支援  
 事業に従事する  
 者の確保及び資  
 質の向上のため  
 に講ずる措置に  
 関する事項  

 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並  
 びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者  
 の確保又は質の向上のために講ずる措置に関す  
 る事項（特定教育・保育及び特定地域型保育を  
 行う者の見込み数を含む。）等を定めること。  

 五 子どもに関す  
 る専門的な知識  
 及び技術を要す  

 児童虐待防止対策の充実、社会的養護体制の充  
 実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進並  
 びに障害児施策の充実等について、都道府県の  
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  る支援に関する  
 施策の実施に関  
 する事項並びに  
 その円滑な実施  
 を図るために必  
 要な市町村との  
 連携に関する事  
 項  

 実情に応じた施策及びその実施のために必要な  
 市町村との連携に関する事項を定めること。  

 

 
別表第六  教育・保育の参酌標準  

 事 項   内 容  
 法第十九条第一  
 項各号に掲げる小  
 学校就学前子ども  
 に係る教育・保育  

 市町村子ども・子育て支援事業計画における数  
 値を都道府県設定区域ごとに集計したものを基  
 本として、第三の五の１を踏まえて都道府県設  
 定区域ごとの広域調整を行ったものを定めるこ  
 と。  

 
別表第七  都道府県子ども・子育て支援事業支援計画任意記載事項  
  事 項   内 容   

 一 都道府県子ど  
 も・子育て支援  
 事業支援計画の  
 基本理念等  

 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に係  
 る法令の根拠、基本理念、目的及び特色等を記  
 載すること。  

 二 市町村の区域  
 を超えた広域的  
 な見地から行う  
 調整に関する事  
 項  

 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成時及  
 び特定教育・保育施設の利用定員の設定時にお  
 ける都道府県と市町村の協議及び調整等に係る  
 事項を定めること。  

 三 教育・保育情  
 報の公表に関す  
 る事項  

 事業者が提供する教育・保育に係る教育・保育  
 情報の公表に関する実施体制の整備を始めとす  
 る教育・保育情報の公表に関する事項を定める  
 こと。  

 四 労働者の職業  
 生活と家庭生活  
 との両立が図ら  
 れるようにする  
 ために必要な雇  
 用環境の整備に  
 関する施策との  
 連携に関する事  

 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直  
 し及び仕事と子育ての両立のための基盤整備に  
 ついて、各都道府県の実情に応じた施策を定め  
 ること。  
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  項    
 五 都道府県子ど  
 も・子育て支援  
 事業支援計画の  
 作成の時期  

 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作  
 成の時期を定めること。  

 六 都道府県子ど  
 も・子育て支援  
 事業支援計画の  
 期間  

 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の期  
 間（五年間）を定めること。  

 七 都道府県子ど  
 も・子育て支援  
 事業支援計画の  
 達成状況の点検  
 及び評価  

 各年度における都道府県子ども・子育て支援事  
 業支援計画の達成状況を点検及び評価する方法  
 等を定めること。  
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策に関する補足資料 

１．子育てひろばの配置状況（北部） 

 

 

参考資料４ 



72 

２．子育てひろばの配置状況（南部） 
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３．留守家庭児童育成センターの定員数と利用者数              （単位：人） 

小学校名 定員 利用者数 小学校名 定員 利用者数 

鳴尾東 60 73 広田 100 84 

甲子園浜 80 70 神原 60 68 

香櫨園 80 104 瓦木 40 49 

春風 100 97 平木 60 47 

瓦林 80 71 浜脇 160 134 

上ヶ原南 60 46 上ヶ原 80 80 

上甲子園 100 58 高須西 60 46 

名塩 40 40 今津 60 59 

小松 60 75 段上西 60 66 

甲東 80 83 深津 60 43 

南甲子園 80 89 甲陽園 100 93 

安井 80 78 夙川 60 52 

北夙川 60 57 高須 120 67 

樋ノ口 60 73 大社 80 60 

鳴尾 60 37 北六甲台 60 58 

鳴尾北 120 98 生瀬 40 47 

高木 100 94 山口 60 43 

段上 60 49 東山台 40 38 

津門 120 72 西宮浜 120 65 

用海 100 79 苦楽園 40 46 

全体 3,040 2,688 40か所中、定員どおりもしくは定員割れ29か所 
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４．アンケート調査結果について 

   ８．小学校就学後の放課後の過ごし方について 

問２１ 宛名のお子さんが、１～３年生、４～６年生になったとき、放課後（平日の小学校終了後）

の時間をどのような場所で過ごさせたいと思いますか。（MA）それぞれ希望する週当たり日数を

ご記入ください。(NA) 

58.6 

24.1 

62.2 

16.2 

13.7 

19.4 

34.2 

0.6 

21.3 

3.4 

60.1 

23.3 

67.5 

14.2 

15.0 

19.2 

20.8 

0.6 

21.8 

9.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

学校

放課後子ども教室

留守家庭児童育成センター（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

低学年 高学年

(%)

 
 

   ３．宛名のお子さんの放課後や休日の過ごし方について 

問９ 宛名のお子さんは、平日の放課後や休日等は、どのように過ごしていますか。 

（２つまで）【どこで過ごしていますか】 

59.9

19.2

42.4

2.8

7.8

0.4

7.6

41.1

3.5

0.8

80.6

5.4

23.6

4.5

4.8

2.1

1.5

20.3

28.3

2.6

81.8

3.8

11.4

2.1

4.9

2.1

0.0

20.2

39.5

3.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自分の家で

友だちの家で

学習塾や習い事教室で

児童館や図書館、公民館など公共の施設で

学校で

放課後子ども教室で 

留守家庭児童育成センターで

公園で

その他

不明・無回答

平日 土曜日 日曜日

(%)

 

５歳児 対象 

就学児 対象 
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グループインタビューの実施報告 

 

対象  日 時 場 所 参加者 参加人数 インタビュアー 

保護者 

① 
1月31日（金） 

10:00～10:40 

子育て総合センター 2歳児サー

クル参加者 
7名 橋本副会長 

② 
2月14日（金） 

9:30～10:10 

武庫川女子大学 

子育てひろば 
利用者 3名 倉石会長 

児 童 ③ 
2月6日（木） 

16:05～16:35 

山口児童センター 
小学生 12名 ＊市長参加 

保護者 ④ 
２月２1日（金） 

1３:00～1４:00 

男女共同参画センター

４１１学習室 

幼稚園 

保護者他 
12名 

前田副会長 

山縣文治氏 

 

●質問項目（保護者対象①②） 

・西宮市で子育てしてよかったと思うこと 

・西宮市が行っているサービスを利用しやすくするためには何が必要か 

・子育てで利用したいサービスや必要な支援 

＊児童対象③の質問項目は主に放課後の過ごし方についてで、対話形式で進めた。 

＊保護者対象④は、新制度説明会後に実施のため、説明会の感想、幼稚園の預かり保育、今後の支

援の改善に向けてといった内容で、対話形式で進めた。 

 

●主なニーズ 

・子育て広場・サロンといった１～２歳の子どもが親子で安心して遊べる施設や機会の拡充 

・公園の整備（砂場・ゴミ・安全） 

・医療補助制度の拡充（所得制限の廃止） 

・一時保育の充実（第２子以降の出産時、生後１年以内の期間） 

・公立幼稚園の３年保育・預かり保育の実施 

・保育所の入所待ち状況等の情報の提供（利用しやすいウェブコンテンツ） 

・新制度について、多くの保護者に、広く説明が必要 

・幼稚園の預かり保育の中身について、質の確保を望む 

・小学校になってからも、幼稚園の預かり保育のように、理由に関わらず全ての保護者を対象にし

た一時預かりがあることを願う 

・近くに児童館が必要 

・歳の離れたきょうだいが一緒に行ける施設が必要 

 

・安心して遊べる場が必要・友だちと外で遊ぶことが楽しい 

・わくわくするような施設が近くにあるといい 

  

参考資料５ 
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各回の記録 

① 

●日時：平成26年１月31日（金）10:00～10:40 

●場所：子育て総合センター 

●参加者：７名（のびのび参加者９名、欠席２名） 

1 ２人 ２歳（女）と？ 

2 ２人 小学１年（女）と１歳10か月（男） 

3 ２人 １歳７か月（男）と７か月（男） 

4 １人 １歳10か月（男） 

5 １人 ２歳６か月（男） 

6 １人 ２歳（男） 

7 １人 ２歳（女） 

 

 

●質問１「西宮市で子育てをしてよかったと思うこと」 

・近くに公園が２つあり、小さい子どもが遊びやすい環境だ。 

・子育てひろばで遊ぶには少し大きくなってきたので、公園によく行っている。 

・生まれてすぐ引っ越してきた。 

・下の子も行けるような児童センターが近くにあってよい。 

・小学校のイベントもあって助かっている。 

・あおぞら館は、遊ぶところも講座もあってよい。お母さんもリラックスできてよい。 

・家の近くにある武庫川によく行く。 

・子育てひろばは４歳まで行けることになっているが、小さい子どもが多くいるので、今は疎遠

になっている。 

・昨年、引っ越してきた。 

・自然があって環境がよく、田舎でもないところがよい。公園があってよい。 

・今は自転車に乗れるようになったのでよいが、近隣にベビーカーでも気軽に行けるような児童

館があればよい。 

・家の近くに公園が多いのがよい。 

・児童館は、おもちゃがあり、環境がよい。 

・児童館が近くに２つあるのでよい。 

・他市に比べると、地区があまり区切られていないので便利でよい。 

・地区の自治会の行事に、子どもも参加できるのがよい。 

 

●質問２「西宮市が行っているサービスを利用しやすくするためには何が必要か」 

・神戸市と比べて児童館や広場が少ない。児童館は、一番近いところでも20分坂道を上らなけ

ればならないところしかない。 

・月に１回ひろばもやっているが、足の踏み場もないくらいで人数が多すぎる。もっとひろばの

ようなものを増やしてほしい。 

・児童館が古く耐震性が気になる。３階にあるので困る。 

・児童センターは近くてよいが、３階まで子どもを抱いて上がるのが大変なため、エレベーター
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がほしい。 

・図書館が歩いて15分くらいのため、児童館にも図書の貸し出しがあればよい。 

・バスに乗らないと行けないところが多く、孤立しがちである。いつも家にこもりがちになる人

が多い。一歩が踏み出せない人が多い。 

・児童館が２階なので、子どもを抱いて上がるのが大変だった。 

・赤ちゃん用のスペースがあるが、狭い。 

・子どもの年齢層が幅広いので、年齢が合わないと行きにくい。 

・園庭開放があるが、人数制限があり行きにくい。自由にいつでも行けるようになればよい。 

・児童館の企画が月に２回だけ開催のため、自然と足が遠のく。もっといろいろな企画を頻繁に

してほしい。 

・大学の広場に行くのが大変なので、シャトルバスなどを出してほしい。告知ももっと分かりや

すくしてほしい。 

・ホームページなどで情報は分かる。 

・イベントなどの情報が分かりにくい。地域の人に飛び込みで聞いて運動会に参加したことがあ

る。 

・マンションによって、自治会に入っているかどうかで情報に伝わりやすさが違う。子どもを連

れて行ける行事自体が少ないので、もっとわかるようにしてほしい。 

・一度参加して知り合いになると、地域の祭りや、小学校の見守り隊やイベントなどを教えてく

れるようになる。 

 

●質問３「子育てで利用したいサービスや必要な支援」 

・尼崎市や神戸市と比べると、一時保育をやっている園が少ない。尼崎市では公立保園もやって

いた。西宮市ではやっているところでも、園によって料金が400～500円違う。 

・近所の保育園でも、「０～１歳児は断っている」と言われた。病院に行くときに１時間だけで

も預かってほしかったが、断られた。 

・長時間でなくてもよいので、一時保育をやる園を増やして、料金も安くして手軽に利用できる

ようにしてもらえれば、いざというときに助かる。 

・乳幼児医療助成の所得制限をなくしてほしい。０歳は所得制限がないため、手術を受けたとき

にも助成を受けることができた。今後、同様に手術することになると思うと不安で、西宮市に

は住めないと思う。 

・医療費がかかると思うと、ちょっとしたことなら、病院にかかるのはやめておこうと思ってし

まう。 

・関東では、所得制限がある市はあまりないと思う。 

・子どもが小さい間だけでも、乳幼児医療助成の所得制限をなくしてほしい。 

・出産前後のサービスがあればよい。 

・高齢出産の友だちが、親も遠方で病気だったため、出産前後に誰も支援してもらえなかった。

１人目は何とかなっても、２人目は大変である。市のサービスで何とかしてほしい。 

・乳歯のフッ素塗布は、尼崎市ではサービスがあるが、西宮市はない。健診時や歯科医院で、フ

ッ素塗布のサービスがあればよい。 

・公立の幼稚園が少ない。公立には２年保育しかない。 

・大阪市では公立でも３年保育があり、近所に公立の幼稚園がいくつもあった。 
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・公立幼稚園で３年保育があると助かる。 

・私立幼稚園は料金が高い。 

・24時間救急外来がある病院が少ない。何かあったときに飛び込みでもかかれたり、レントゲ

ンもとってくれるような小児救急があればよい。 

・大社幼稚園には待機児童が多いと聞いた。 

・公立も３年保育にしてほしい。 

・２人目以降の出産のときに、子どもをみてくれるようなサービスがあればよい。 

・公立幼稚園の２年保育に入れたいと考えているが、定員が少ない。 

・私立は３年保育が多い。公立に入れなかったときに、私立に２年から入れるとなると募集も少

なく、入ってもついていくのが大変である。 

・公立に１年だけなら入れると聞いたこともあるが、２年は行かせたい。もっと定員を増やして

ほしい。 

・公立幼稚園で、有料でも預かり保育をしてほしい。他市では公立でも預かり保育がある。 

・３年保育の私立に通わせていたが、引っ越してきて途中から公立に１年通わせた。市外の病院

に週に１回、子どもの精密検査に電車で通っていたが、公立では預かり保育ができないと言わ

れ、検査の時間によって困ることがあった。親が遊びに行くためではなく、病院に通うなどや

むを得ない場合には、預かり保育をしてほしい。 

・尼崎市では、民間のNPO法人がひろばのようなものを１時間約 700円でやっており、定員

にも余裕があった。利用者の中には、病院に行くためという人も多かった。このようなサービ

スがあれば助かる。 

・一時保育も定員が少なかったり、時間が合わなかったり不便だった。もっと幅をもたせて預け

やすくしてほしい。病児保育がないので困ったことがある。子どもが元気なら通常の保育に預

けられるが、病気の場合１対１の保育が必要のため、対応してもらえず困ることが多い。 
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② 

●日時：平成26年２月14日（金）9:30～10:10 

●場所：武庫川女子大学子育てひろば 

●参加者：ひろば利用者３名（参加申し込み９名、雪のため6名欠席） 

1 １人 ２歳（男）、５月出産予定 

2 ３人 
２歳（女）、13歳（男）、10歳（男）、

祖母（息子夫婦と同居） 

3 １人 １歳（男）、育児休暇中 

4 １人 １歳10か月（男） 

5 １人 ２歳６か月（男） 

6 １人 ２歳（男） 

7 １人 ２歳（女） 

 

●質問１「西宮市で子育てをしてよかったと思うこと」 

・引っ越してきた。夫の会社は大阪だが、会社が西宮市に住居を提供してくれた。今思えば子育

てしやすいという理由で、会社は西宮市を選んでくれたのではないかと思う。 

・両者の実家も遠く、近くに誰も身寄りがない。人とつながらないと孤独になってしまうと思い、

鳴尾支所で行っている子育てサロンに毎週行き、測定健診も毎月行っている。 

・武庫川女子大学子育てひろばも毎回参加している。友だちができて様々な話や相談ができるの

でとてもよい。 

・武庫川女子大学子育てひろばは、多くの人が集まるので、家にいるだけや公園に行くだけでは

できない情報交換ができる。恵まれていると思う。 

・西宮市は、子どもを連れて狭い範囲で動けるのでよい。鳴尾の環境はよい。 

 

●質問２「西宮市が行っているサービスを利用しやすくするためには何が必要か」 

＜公園＞ 

・公園の砂場が汚な過ぎる。家にもっとも近い公園の砂場は、砂の中から木の破片（砂場の枠が

古くなったもの）や大きな石が出てきた。実家の近くの公園は、砂場の周りをネットで覆って

いて中もきれい。犬や猫も入らず、ゴミも落ちていない。砂場は、子どもが座り込んだり裸足

で遊ぶところなので、家から少し遠いが、もう少しきれいな公園に遊びに連れて行っている。

男の子なので、自由に砂場で遊ばせたいので、もっときれいにしてほしい。 

・手先を使わせて公園で遊ばせたいが、動物のふんなどがあるため、公園に連れていかなくなっ

た。 

＜屋内の広い遊び場＞ 

・ママ友の間では、もっと子どもを安全に遊ばせる施設がほしいという話が出ている。１歳まで

は手先を使うような狭い範囲での遊びでよいが、１～２歳は、走り回りたい時期だが外で自由

に遊ばせるには危険である。３～４歳になれば、外に出ても上手に遊ぶことができるが、１～

２歳で大きい子どもと一緒に外で遊ばせるのは危ないので心配である。 

・屋内で１～２歳の子どもが大勢で体を使ってのびのびと遊び回れるような体育館のような広い

場所があれば、もっと遊びの幅が広がる。 

・１～２歳くらいの歩けるようになった頃に、回りを気にせずに遊ばせることができる場所があ
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ればよい。 

＜保育所・一時預かり＞ 

・一時預かりの時間帯をもっと早くから開始してほしい（午前８時からの預かりを希望）。遠出

のため子どもを預けなければならないときに、かなり探してやっと駅前に８時から預けられる

ところを見つけたが、家から遠い。 

・ららぽーと甲子園は店舗の開店時間に合わせているので午前10時から、武庫川女子大学子育

てひろばも午前９時半からである。 

・市で安心して朝早くから預けられる場所をつくってほしい。学区に１か所くらい、時間応談で

もよいので朝８時から一時預かりがあると助かる。 

・昔はちょっとした用事なら友だちに預けることができたが、今はマンションなのでできない。 

・住みやすい町のため子どもが多くなり、預ける場所に子どもがあふれ返っているように思える。

遊べる場所は多いが、子どもの数に比べると不足している。 

・武庫川女子大学子育てひろばも遊ばせやすいが、多い日には満杯になる。 

・保育所をもっと増やしてほしい。 

・私は武庫川女子大の保育園を待機している。待機児童の数を見ると驚く。 

・このような状況だから一時保育の場所も不足しているのだと思う。 

・一時預かりを予約しようと思っても、一杯でなかなか取れない。月極めで預けている人が多い

ので、急に預かってもらいたくても断られる。予定をずらしたりあきらめたり、子どもを連れ

て行くしかない。かなり遠いところの用事の場合、子どもを連れて行くのは大変である。 

・西宮市でも北エリアは子どもの数が少なく、保育所は定員に達していない。南のほうが住みや

すいので子どもも多い。子どもの分布と保育所の密度がマッチングしていない。 

・廃校になった学校などの施設を改造して活用できれば雇用も増えてよいと思う。閉園していく

公立の幼稚園もあると聞くため、保育園に活用してほしい。 

・子どもの家族と同居しているので人ごとと思えない。私は姑と同居していて子育てには苦労し

ていない部分もあるため、今の若い人たちの大変さが分かる。 

・待機児童があまりにも多いため、産休明けに預けるところがなく、働きたくても働けずに困っ

ている人がある。 

・私はフルタイムで勤務していて現在、育児休暇中であるが、無職の母親が今から仕事を探すの

はさらに絶望的である。実際に、働きたくても働いていない母親が回りに多い。 

・西宮市は「待機児童０」と言っているが、潜在的にはかなり多いと思う。会社も「西宮市は待

機児童０」という認識を持っており、「なぜ見つからないのか」と言われる。 

・友だちを作りたいという思いと、今この時期に自分にとって必要なことだと思い、武庫川女子

大学の食育講座に１年間通っていた。そのときに子どもを預けたいと思っても預けられず、一

緒に連れて行っていた。子どもが走り回って申し訳ない思いをした。学びたいという活動も子

どもを預けることができないと制限される。 

・名塩で幼稚園の母親向けの食育の発表があったときにも、母親の中には、「行きたいが子ども

が小さいので連れて行くのは難しい」とあきらめた人もいた。学べる場所やよいイベントがあ

るにも関わらず、行けないのは非常に残念である。 

・子どもを預けることができないために、我慢しなければならないことがたくさんある。新しい

ことをしたくてもできないため、自分の人生の中で、子育てにかかる約10年間がすっぽり抜

けて前に進めないと感じる。 
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・西宮市は施設が充実しているだけに、なおさら欲も出てくる。 

・転勤族で、今後移転した場所ではこれほど施設が充実していないかもしれないと思うため、こ

こでやれることはやっておきたいという思いがある。 

 

●質問３「子育てで利用したいサービスや必要な支援」 

・現在妊娠中なので、上の子ども（２歳８か月）の一時預かりがほしい。１人目はつわりがなか

ったが、現在２人目はつわりがひどく頭痛が激しい。寝ている横で子どもがぴょんぴょん跳ね

ていて辛い。相談したところ、「１～２時間でも一時預かりを利用すると、気持ちが楽になる」

と言われ、それを聞いただけでも少し安心できたが、いざ預けようと思っても満杯で預けるこ

とができない。体調は急に現れるものなので、急に預けたいと思うが、それができない。 

・冊子でファミリーサポートセンターのことを知ったが、まずは登録しなければならず、すぐに

利用できない。手続きをしている間に体調も変わると思ってしまう。 

・私が知り合いの子どもを預かってもよいが、保育士の資格をもっているわけではないので２人

となると責任が重い。１～２時間ならまだよいが、半日くらいになると自信がない。 

・自治会の餅つきなどの地域の行事に参加して顔見知りになろうと思うが、そこから子どもを預

けられるほどの関係になるのは難しい。 

・預けられるサービスはあっても、実際に利用できずにいる。身近なところで急なときにでもす

ぐに預けられる場所があればよいと思う。 

・昔は友だち同士で子どもを見て、家庭でお昼と夜の食事をさせてから母親に返したりしていた。

今は時代が変化しているので、してあげたくてもしにくい。 

・施設やサービスは充実しているため、利用者に見合うだけのサービスの数をバランスよくして

ほしい。 

・武庫川女子大学子育てひろばは週に３回、鳴尾支所は月２回（第２、３水曜日）だが、もっと

増やしてほしい。笠屋町の児童館にも行くが、午後になると小学生が来て小さい子は遊べなく

なってしまうので、午前中に行くしかない。家は甲子園駅の近くで、雨の日に笠屋町まで行く

のは大変なので、ららぽーと甲子園の無料で遊べるスペースに行くが、そこも雨の日は人があ

ふれている。結局ららぽーと甲子園の中を歩かせて気分転換だけさせて帰ることになる。 

・中学校区ごとに、平日だけでも、毎日何かやっているような場所があるとありがたい。 

・われわれの年代になると時間的な余裕もあるが、母親は自分もしたいことがあり、今しかでき

ないこともあるので、子どもを預けたいという思いは切実だと思う。 

・公立の空いている幼稚園や閉園した幼稚園を保育園に活用してほしい。 

・私も、子育てひろばがない水曜と木曜は、ららぽーと甲子園を歩き回っている。預かってもら

えなくても、公共の場に出掛けるだけで自分の気晴らしになる。子どもも、家の中で母親と２

人きりで遊ぶより、他の子どもとおもちゃの取り合いなどをすることで学ぶこともあり、その

ほうが気分がすっきりするようである。 

 

●質問４「武庫川女子大学子育てひろばを利用し始めたきっかけ」 

・西宮市からもらった冊子「にしのみや子育てガイド」を見て知った。施設の写真がとてもきれ

いだったので、本当に無料なのかと１人で行くのが不安だった。鳴尾支所で知り合った人が行

ったことがあると言い、誘ってくれた。 

・冊子「にしのみや子育てガイド」はいつも見ていて助かっている。 
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・移動児童館も冊子「にしのみや子育てガイド」で見つけ、月１回南甲子園まで行っていた。子

どもが大きくなり、他と曜日が重なってきたので、今は近いほうの鳴尾支所に行っている。 

・西宮のホームページを見て知った。 

・引っ越してきて１人だったので、どこかに行かなければ友だちはできないだろうと調べていた。 

・鳴尾支所も調べて行き、友だちができた。 

・西宮市のホームページは調べにくい。「子育て」などからキーワードが枝分かれになっていれ

ば調べやすいが、「最近のトピックス」を開いて「○○を更新しました」で関連するページに

入って初めて、知りたい情報が分かる。 

・認可外保育園を探すにも、まず幼稚園のページに入らなければ認可外保育園の情報が出てこな

い。 

・「子育て」から「遊び場」には行けるが、遊び場のさらに詳細な情報を得ようとすると、他の

ページに入らなければ探せない。ダイレクトに調べたい項目に行けない。後から、ページを付

け足しながら作っているように感じる。 

・実際にはサービスを利用したいと思っている人は多いと思うが、情報にたどり着けていない人

もあると思う。 

・ネットやスマートフォンを見るが、西宮市のホームページでは探しにくいので、結局冊子で情

報を得ている。 

・武庫川女子大学子育てひろばは、ママ友から聞いたと言っている。子どもが２人いるため、マ

マ友がたくさんいるので、情報を得られる。 

・冊子「にしのみや子育てガイド」も見ているようである。 

・鳴尾支所については、２か月健診で回ってくれたときに案内をもらえるため、皆知っている。 

・鳴尾支所で友だちになった人の中にも、武庫川女子大学子育てひろばを知らない人が何人かい

るので、教えてあげた。 

  

●その他 

・保育園の情報をもっと早くからたくさん知りたかった。ホームページが分かりにくいため、ど

うすれば入れるかなどママ友から情報を集めている。 

・子どもを２人以上もっている母親は、「待機時間を長くしたほうが入りやすい」、「一旦認可外

に預けて待機時間を増やしたほうが点数が上がる」などのノウハウをよく知っているが、窓口

の人は型どおりのことしか教えてくれず、本当に有効な情報を教えてくれない。点数の算定方

法はどこにも書かれていないので、自分では分からない。もっと早く知っていれば、子どもが

５～６か月のうちにもっとできることがあったと思う。 
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③ 

●日時：平成26年２月６日（木）15:50～16:30 

●場所：山口児童センター 

●参加者（小学生） 合計12人 

２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年 

女１人 女４人 男２人 女４人 女１人 

 

 

●質問１－１ 放課後はどんなところでどんな遊びをしているか 

＜公園＞ 

・宿題をして、友だちと公園に行って遊ぶ。 

・家に帰って宿題をして、友だちと公園で遊具などで遊ぶ。 

・公園で、鬼ごっこや縄跳びで遊ぶ。 

・ほとんど公園などの外で遊ぶ。 

・用事のある日以外は公園で遊ぶ。公園では、柱があるから棒タッチ（鬼ごっこのようなもの）

をする。 

＜家の近く＞ 

・家の近くで遊ぶことが多い。家の前の道路でバスケットをする。 

・妹と庭で縄跳びして遊ぶ。 

・ほとんどは、家で勉強してから遊びに行く。家の近くで縄跳びをする。 

・自分の家の田んぼで遊ぶ。鬼ごっこをする。 

・友だちの家の前で、鬼ごっこなどをする。 

＜児童センター＞ 

・宿題をして、友だちとセンターに行って遊ぶ。 

・時々児童館へ行く。 

・時々児童センターに行く。 

・センターの体育館ではバドミントンをして遊ぶ（卓球はあまりしない） 

＜家の中＞ 

・家でゲームをする（プレステ）。 

・家でゲームで遊ぶことはあまりない（月に１回くらい）。 

＜その他＞ 

・学園で勉強してから、一輪車などで学園の子どもたちと一緒に遊ぶ。 

・帰って友だちと宿題をして、それから遊ぶ。昨日と一昨日は遊んでいない。最近は縄跳びをし

て遊ぶことが多い。 

 

●質問１－２ 皆は同じ公園に行くのか 

・違う公園 

・公園は家の近くにある。 

 

●質問１－３ 公園にはどんな遊具があるか 

・ブランコ、滑り台、鉄棒、砂場 
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・遠い公園には地球儀があるところもある。 

 

●質問１－４ 休みの日は公園に行くのか 

・休みの日は、クラブがあって忙しいのであまり公園には行かない。 

・誘われたら行く。 

・日曜は家族で出かけるので行かない。 

・野球を習っているので、野球場へ行っている。 

 

●質問１－５ 公園でボール遊びはできるか 

・できるが、していない。 

 

●質問１－６ 公園で遊ぶのは楽しいか 

・楽しい。 

・公園はきれいで、怖いと思ったことはない。 

 

●質問１－７ 公園でどのくらい遊ぶか 

・夏は暗くなるまで、冬は17時まで。 

・家に一度帰ってから遊ぶので50分くらい遊べる。 

 

●質問１－６ 公園に行ったら友だちはいるか 

・いない時もあるが、いつもは友だちと一緒に公園に行く。 

 

●質問２ 近くにこんなところがあったらいいと思うのは何か 

＜広い遊び場＞ 

・大きい運動場 

・バスケットコートがほしい。 

・公園が近くにないので公園がほしい。ブランコをしたい。 

・用事がない時に皆が自由に集まって遊べる場所がほしい。屋内でも外でもよい。 

＜施設、店＞ 

・大阪にある「施設の中でコインゲームやカラオケなどができるところ」に何度も行っていて楽

しい。その中では、ほとんどゲームをして遊ぶ（カラオケはあまりしない）。 

・駄菓子屋さん（遠くにしかないから） 

・特にない。ゲームセンターやマクドナルドがあればよい。 

 

●質問３ 今まで一番楽しかったことは何か 

＜遠出・遊園地＞ 

・旅行 

・家族で日曜に車で遊びに行くこと。 

・遊園地 

・ユニバーサルスタジオへ行ったことが楽しかった。 

・おもちゃ王国へ行ったこと。バイキングが面白かった。 
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＜体験型の遊び＞ 

・おとまり会 

・小学２年生のときに、お店屋さんごっこをやって楽しかった。 

・幼稚園のときに、自分で作ったもので皆でお店屋さんごっこをして楽しかった。 

・幼稚園のときに、先生が段ボールで家を作って皆で絵具で色を塗って、入って遊んだ。小学校

ではこういうことはやっていない。 

＜スポーツ＞ 

・いろんな球技やスポーツができるところに行ったこと。球技が好きでバスケットをしている。 

・ドッジボールが楽しかった。 

・バスケットの交流試合が昨日あった。 

＜ゲーム＞ 

・ゲームをしたこと。ゲームは何でも好き。将来はプログラマーになりたい。 

 

●質問４ 今住んでいる場所は好きか、どんなところがよいか 

（１）好き 

＜友だちが多い＞ 

・友だちの家が近い。遊びに行こうと思ったらすぐに集まれる。 

・隣の家に友だちがいる。学校も一緒に行く。学年が違うので帰りは別だが、遊ぶときは一緒に

遊ぶ。 

・友だちの家が近いのでよい。友だちが多い。家のドアを出たらすぐに友だちの家がある。 

・学年が違っても、公園などでちょっと一緒に遊べる。 

・すぐ近くのマンションに住んでいたときは、男子ばかりだったのであまり面白くなかった。こ

こに引っ越してきて今は女子が多いので好き。 

・北六甲台の小学校区なので少し遠いが、皆でおすそ分けするなど仲がよいから好き。 

・平和が好き。町が好き。友だちがいるから好き。 

＜イベントがある＞ 

・友だちが多いので、皆でハロウィンなどをやるのが楽しい。 

・子ども会の行事もある。家でも友だちが集まる。 

・家で友だちとクリスマス会などをする。 

・友だちに誘われて会をする。誕生日会をしている。 

＜便利＞ 

・中学校が近い。 

・小学校と中学校が近いのがよい。 

・スーパーが多いので買い物が便利。よく買い物に行く。 

＜その他＞ 

・田んぼがあって遊べるから好き。手伝いもできるので好き。 

・まあまあ好き。 

（２）不満点 

・小学校は遠いところと近いところがある（遠いところは歩いて30分くらい。近いところは６

分くらい）。話していると時間がかかる。 

・バイクや車が時々夜にうるさいことがあるのが嫌。バスが通る時もうるさかった。 
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・イベントなどは強制的に行かされる。人が多いとあまりおもしろくない。 

・クリスマス会は好きだが、何となく行かない。 

・センターは、夏に騒いで遊ぶと暑い。 

 

●質問４ 行ってみたいところはあるか 

・ディズニーランドに行ったことがないので、行ってみたい。 

・赤ちゃんの頃にディズニーランドに行ったことがあるが、覚えていない。 

・キッザニアでいろんな職業の体験ができるのでやってみたい。 

 

●質問５ 将来は何になりたいか 

・保育園の先生 

・看護師（家族に看護師がいるわけではないが） 

・漫画家（よくマンガを描いている） 

・手先を使う仕事。針金でいろいろ作るのが大好き。 

・世界で一番権力のある人になりたい。 

・野球選手になりたい。 

・ダンサーになりたい。最初は児童館の4階にダンスを見に行って、今は三田でダンスを習って

いる。 

・みんなが幸せになってほしい。お店をしたい。ケーキ屋さんをしたい。 

・決めていない。 

 

●市長のコメント 

・皆さん、こんにちは。私もキャラクターバッチ作りに参加させてもらい、こんなよいものがで

きました。楽しい時間を過ごさせてもらいました。ありがとう。 

 

・皆さんは、放課後に、近くの公園や学校、道路で遊ぶそうですが、家に帰る時間はどうやって

知りますか。（答：サイレンが鳴る）公園には時計がありますか？（答：あるところとないと

ころがある） 

・市役所には、子どもが集まったり家に帰る時間を知るために、「公園に時計がほしい」という

声が届いています。そのため、近くの会社などに「みやっこ見守り時計」への寄付をお願いし

て、どの公園にも時計がつくように進めています。 

 

・昔は、よくお父さんやお母さんが竹馬を作ってくれたりこま回しを教えてくれたり、家族で一

緒に蛍狩りに行ったりしていましたが、皆さんの家族は一緒に遊んでくれますか？（答：？）

お父さん、お母さんも忙しいかな？市長さんから、お父さんやお母さんに、「子どもと一緒に

家族で遊んでください」と言います。 

 

・ディズニーランドやキッザニア、ファミリーランドに行ってみたいという声がありましたが、

１人や友だち同士では行けませんね。ここには子ども会はありますか？（答：ある）西宮市に

は子ども会がたくさんあって様々な情報交換をしてグループでいろいろなところに行ってい

ます。 
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・西宮市の南の鳴尾浜に、昨年8月に「ひょうご西宮アイスアリーナ」というアイススケート場

ができました。年中無休なのでいつでも行けます。昨年、西宮市民デーとして、市役所がお金

を出して、無料で楽しめる機会を作りました。今年は子ども会で来てもらえるようにしていま

す。これからも地域の子ども会の皆で一緒に、楽しいところへ行けるようにします。 

 

・家の田んぼで遊ぶと言っていた子は、何をして遊ぶのですか？（答：鬼ごっこ）市長さんは、

田んぼで遊ぶというとおたまじゃくしを採ったことを思い出します。家族と一緒に田んぼや川

などで、安全に気をつけて楽しいことができればよいと思います。 

 

・山口から南へさくらやまなみバスで行ったことありますか？（答：？）南の市立の小学校の子

どもたちと文通などで交流ができたら楽しいと思います。皆さんは蛍を採ったことはあります

か（答：ある）皆さんは蛍のことをよく知っていますが、南の小学校では蛍を知らない子ども

がたくさんいます。他の地域の小学校の子どもに蛍のことを手紙で伝えたり、夏にここに来て

もらって一緒に蛍を見たり話したりする機会が作れたらよいと思います。山口の有名な蛍のこ

とを中心に、他の地域の子どもたちと交流ができたらよいと思います。 

 

・「公園で思いっきり遊びたい」という要望を聞いたので、皆さんが公園や広場で元気に遊べる

ようにしたいと思っています。また、土曜や日曜にお父さんやお母さんと一緒におもちゃ作り

などもしながら楽しく遊べるよう、私たちもこれから運動を起こしていきたいと思います。 

 

・皆さん、学校で友だちと仲良く怪我のないように思いっきり遊んでください。今日のことや市

長さんのお話をお父さんやお母さんにお話ししてください。ありがとう。さようなら。 

  



 88

④ 

●日時：平成26年２月２1日（金）1３:00～1４:00 

●場所：男女共同参画センター４１１学習室 

●参加者：12名（関学聖和幼稚園６名、甲子園二葉幼稚園４名、祖母１名、他１名） 

 

●質問１ 午前中の説明について「なるほどと納得が行ったことはどんなことですか？」「理解で

きなかったことはどんなことですか？」「確かめておかなくてはと思ったことはどんなこ

とですか？」 

・難しくて、わかったようなわからなかったような。 

・そんなに変化がないんだという感想。 

・聞いてるときはわかるような気がするのだが、しばらくするとわからなくなるのでは。小学生

が、もっと外で元気に遊べるように。小学校の校庭開放がひっかかっていて、土曜日の校庭を

スポーツ21が使っていて、育成センターの子どもも遊べないし、スポーツ21以外の子ども

も遊べないし、本当に子どもたちが遊べる場を保障できているか。 

・西宮では働くのは無理と感じた。以前住んでいたところでは、いつでも保育所には入れたが、

西宮では簡単には入れないので、働くのは難しいんだなと思った。 

・小さな、仲良しの家族的な保育施設を大切にしたいと思う。 

・児童心理の専門家の方がいなくて、制度の話はわかるが、子どものことがわかる人がいなくて、

これでいいのかと思った。子どもが言えるわけではないので、子どもの代弁者が必要だと思う。 

・言葉が難しかった。言っていることはわかるが、意味はわからない感じだった。今日来ていな

いたくさんの人にどう伝えていくか。 

・ニーズアンケートに答えていたので、どんなふうになっているのかなと思っていたので、今日

聞けて少しわかった。 

・保育料がどうなるのかなと思った。 

・幼稚園には幼稚園の、保育所には保育所のそれぞれの役割がある。また、私立幼稚園にはそれ

ぞれカラーがあって、選んでいるのに、今日の話は働くとか預けるとかの話になっていた。役

割についてまず考えていって欲しい。 

・学童も定期的な利用でなくて、いつでも利用できるようになって欲しい。 

・子どものために、働くお母さんのために、いろいろ施設を増やそうということだったが、経済

的には潤わないが、今、子どもと一緒にいることを選択して、幼稚園を選んだ。一体化で、ベ

ースの違う子どもたちが一緒にやっていけるのか。それぞれのよさを残してもいいのではない

か。 

 

●質問２ 預かり保育について「どんなときに利用していますか？」「あって、助かったというこ

とはありましたか、それはどんなときでしたか？」「預かり保育を利用しての就労はどの

程度なら可能だと思いますか？」 

・羽根を伸ばしたいとき、用事があるときに利用。 

・たくさん遊ばせてもらえるので、家から公園へ行くより意義がある。 

・月1回くらい利用している。 

・週3回くらい。アルバイトしているので。夏休みとかも利用している。 

・月に２、３回。学校に行事があるとき、用事があるとき、息抜きしたいとき。 
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・預けやすくなった。回数は別にして、みんな利用している。 

・月１、２回くらい。学校行事や用事で。夏休みも利用している。引越しの準備で預かってもら

った。 

・夏休みは預かり保育の日が決まっているので、もうちょっと多いといい。 

・幼稚園の指定している日と合わなかったり、きょうだいもいるのでほとんど利用していない。 

・預かり保育で、就労は難しい。 

・預かり保育で何をしているのか知りたい。 

・外遊びをしている。安全に遊べている。ビデオとか見ているわけではない。 

・上の子の学校の用事で、自分の人間ドックで。月に何回か。リフレッシュでも。 

・その日でも、受け付けてくれるので、利用しやすい。 

・乳児検診のときや、上の子の行事などで。お友だちに預かってもらうことも考えられるが、同

じときに用事があることもあるので。 

・家の用事程度、便利だ。 

 

●質問３ 子ども・子育て支援の改善について「小学校へ行った際の放課後についてどんな過ごし

方が望ましいと考えますか？放課後教室や民間の預かり、児童館などどんな仕組みがあれ

ばいいと思いますか？」「子ども・子育て支援として『子どもへの支援』『親ごさんへの支

援』で、どんなことを望まれますか？」「西宮市で行っている事業のうちで、特に改善が

必要と思われるのはどの事業のどんなことですか？」 

・幼稚園に行くまで、保育所の対象でもなく、どこにも行けない子どもや親子がいる。 

・公民館のイベントに行ったり、子育てひろばに行ったりしていた。 

・人が多くて、遊びにくい。 

・赤ちゃんとお母さんとでいっぱいで、どこにも行くところがないのかと思った。 

・公民館のサークルに入っていた。 

・小さい公園は、ひっそりしていてこわい感じがある。 

・公民館でちょっと預かってくれる機会があって、とてもありがたかった。 

・子育てがしんどくて、保育施設を利用して働き始めるケースがある。親が元気になることが子

どもが元気になることにもつながるという考え方もあっていいのでは。 

・公立の保育所でも一時預かりもして欲しい。 

・親子で参加する機会が欲しい。 

・夏休みの公立の小学校のプールの利用回数が少ない。もう少し増やして欲しい。 

・学童保育の充実を願う。設置場所だったり、運営主体だったりが、しっかりした制度化して欲

しい。 

・夏休みだけ学童が利用できたらいいのに。 

・幼稚園の預かり保育のように、学童保育も自由に一時預かりのように預けられるようになれば

いい。 

・学校から一回帰ってからしか校庭で遊べないのを、学校で宿題してそのまま遊んで帰ってこら

れるようになるのもいい。 

・通学路が広く安全になってほしい。 

・児童館で、乳幼児期の子どもに対応していて、その上の子の遊び場がない。また、近くにあっ

て欲しい。 
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・医療助成の所得制限はなくしてほしい。 

・子ども１１０番の家のシールがもっとたくさんあってもいいのではないか。見えてないだけか

もしれないが。 

・校庭開放の時間をもう少し遅くまでにして欲しい。 

・地域の方と、あいさつしたり声かけしたりできるように、顔がわかる名前がわかるように、地

域で交わる機会を増やしていって欲しい。地域がもっと密着した関係が望ましい。 

・小学校に上がるタイミングで働きたいと思っている。そういう支援をしてほしい。 

・公園でボールは使えないし、広い場所で思う存分遊ばせたい。 

・病気になったときに預かってもらえるところがあることも大事だが、仕事場がすぐに帰れる会

社であったり、雰囲気や制度などが整備されたりする必要があると思う。 

・相談できる場や講座などお母さんがリフレッシュできる場が、小学校へ行った後も必要になっ

てくる。 

・信頼できる大人がそばにいつもいる遊び場があれば。シルバーの方が見てくれるなどそんな遊

び場があればと思う。 

 

●山縣先生のまとめ 

・幼稚園の預かり保育が、しんどいとき、子どもと少し離れたいときに後ろめたさを感じず子ど

もを預かってもらえるのは良さである。 

・幼稚園の預かり保育の中身が、付足しの保育でなく質の確保を望む。 

・学童保育の使い勝手として、幼稚園の預かり保育のように、条件なくお願いできるようになれ

ばいいな。 

・小学校のプール開放を充実して欲しい。 

・幼稚園に行く前のこととして、子どもと少し離れられるサービスがあればいい。 

 

●前田副会長のまとめ 

・最近西宮に引越ししてきた方が半数いらっしゃった。 

・みなさん、児童館が少ないとおっしゃっていた。歳の離れた子どもが一箇所で遊べる複合的な

施設が必要。 

・みなさん幼稚園の預かりを利用されていて、リフレッシュしたい、小学校に行っても必要では

ないかという意見があった。 

・乳幼児には託児つきの講座などがあるが、小学生くらいのお子さんをお持ちのお母さんが参加

する講座がない。 

・安全に放課後遊べる場所が必要。世代の超えた地域の交流ができるような機会が必要。 

 

●市長のコメント 

・ご参加ありがとうございました。医療費の負担の件ですが、所得制限をしています。高額所得

者の方について考えていきますが、毎年７～８億円、支出していますのでそれを踏まえて考え

ていかねばなりません。 

・児童館・児童センターは９箇所ですが、市民館等の施設はたくさんあります。相互利用的なこ

とも検討していかなくてはと思っています。 

・公園が少ないという話がありました。ボール遊びができないという話もありました。近接する
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住民の方のご理解をいただきながら進めていきたいと思います。 

・学校の校庭開放のことですが、教育委員会の所管になっているのですが、体育館と運動場は市

の所管にして、教育で使用しているとき以外は、地域の力を借りながら地域に開放していきた

いと思っています。 

・預かりですが、この４月から公立保育所２箇所でも実施していきます。 

・地域コミュニティの醸成に努力していきます。自治会の組織率が落ちてきています。マンショ

ンを作る際に、管理組合とともに自治会を作るようにしています。表札を掲げることもお願い

しようとしています。顔の見える社会を作りたいと思っています。 

・いきいき体操を地域で行ってもらっています。３０年までに５０箇所開いてもらおうとしてい

ます。子どもを見かけたら声かけをする、掃除をしていただくなど地域のコミュニティの復活

を願っています。顔の見える、絆を高める深めるコミュニティをめざしていきます。 


